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一
　
はじめに
現在までのＥＵ労働法
（ヨーロッパ労働
法
）（
（
）
の形成過程は、ヨーロッパ労働法が当初から抱え続けてきた問題側面、
すなわち他の統合領域との関係に特徴付けられている。とりわけ、ヨーロッパ統合において当初から中核に位置し続けている域内市場
（共通市
場
）（
（
）
の創設という目的、言い換えれば経済的な統合との関係が問題となってきた。その限
六三六
りでいえば、ヨーロッパ労働法にとっての課題は当初から一貫しているといえ
る
）（
（
。すなわち、ヨーロッパ労働法の形
成過程と うのは、当初は経済共同体の創設に特化していたＥＵ／Ｅ
（Ｅ）
Ｃにおいて、その付属物としてしか捉えら
れなかったヨーロッパ労働法が、徐々にそ 独自 地位を築き上げていく過程である。
本稿の第一の目的は、このようにヨーロッパ労働法が当初から抱え続けてきた課題の明確化である。そこで本稿
では、ＥＵの初期段階、すなわち欧州経済共同体
（ＥＥＣ）
時代にさかのぼって、またその次期に限ってそれを行う。
というのも、とりわけ経済統合に特化していたこの次期をみ みることで、それとの関係でのヨーロッパ労働法の課題が浮かび上がってくると考えられるからである。なお、ＥＥＣ当時から九〇年代後半までのヨーロッパ労働法・社会政策の歴史については、 が国では既 詳細な先行研究が存在する
が
）（
（
、本稿はそうした先行研究の追補的役割と同
時に、既述 ような検討視点を
（明確・意識的に）
加えようとするものである。
他方、このような観点からみると、経済統合と労働法との関係性の問題は、近時では異なる局面に突入しているこ
とが窺える。それを顕著にあらわしていると思われるのが
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の欧州司法裁判所
（ＥＣＪ）
判例を巡る議論である。本稿の第二の
目的は、こうした現代的な問題を、歴史的な過程の中に位置付けることにある。ＥＥＣ時代に限ってみても、こうした問題の萌芽がみてとれることが明らか されよう。
なお、本稿でいうヨーロッパ労働法の形成史というのは 労働法の個々の分野での発展ではなくて、労働法領域に
ついてヨーロッパレベルでの規律枠組み どのような発展を遂げてき のか、言い換えれば 主に第一次法上 ヨーロッパ社会政策統合 歴史を意味している。この点、ヨーロッパ社会政策といっても 本稿で 狭義 それ
（現在で
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はＥＵ運営条約第三部第一〇編「社会政策
」
）（（
（
）
を念頭に置く。というのも、ヨーロッパ労働法の中心的領域は狭義の社会
政策であ
り
）（（
（
、狭義の社会政策の重点もまた労働法に置かれてい
る
）（（
（
からである。ただそうした場合でも、本稿でみる歴
史が明らかにするように、単に条約上狭義の社会政策の部分に配置されている規定に限定されない、いくつかの視点も必要になってくる。例としていえば、とりわけヨーロッパ社会政策にとっ の関心事項の一つであり続けたのは同領域での権限付与 ったが
）（（
（
、社会政策の発展においては一般的な権限条項も大きな意味を有した。
以下の叙述においては、まず、ヨーロッパ社会政策が登場する前提としての哲学ないし動機が明らかにされる。こ
の点では、当初 競争 的な動機に加え 、社会政策的な動機が重要な役割を担い始める。次に、そうした哲学を実現するための具体的な措置として、二つの課題領域
（固有の立法権限、社会的基本権保障）
が認識される。また、この
時期に既に現在の問題、す わち域内市場法と労働法との衝突の萌芽がみてとれること、そして、当時認識されていた課題が十分 克服されなかったことがこの現在的な問 に影を落 しているこ が部分的 、明らかにされる。
二
　
哲
　　　
学
（競争政策的動機と社会政策的動機）
当初の一九五七年ローマ条約
（一九五八年発効）
による欧州経済共同体
（ＥＥＣ）
設立は、経済統合にその主眼を置
いてい
た
）（（
（
。それに対応して、ヨーロッパ社会政策
（労働法）
は、長らく経済政策の付属物としてしかみられなかっ
た
）（（
（
。
条約上のコンセプトとしては、社会政策はとりわけ競争政策的な性格を与えられるものであった。もっとも、 治的な意思と欧州司法裁判所の貢献によって、生活・労働条件の改善という社会政策的な動機も意味を与えられるように
六三八
なる。
（　
ローマ条約
ⅰ
　
社会政策の競争政策的なコンセプトは、ローマ条約上の具体的な規定とその背景により明らかになる。ローマ
条約上、たしかに第三部「共同体の政策」のうちに第三編「社会政策」が設けられ、現在の狭義の社会政策につながる第一章「社会的規定」
（一一七条以下の全六条）
が存在した
）（（
（
。また、前文において「経済的および社会的進歩」や「生
活および労働条件の改善」が謳われ、二条において「生活水準の向上」が共同体の任務とされていた。しかし、二条の目的を受けて共同体 具体的な活動領域を表す三条には、社会政策そのものは具 化されていなかっ
た
）（（
（
。決定的な
のは、一一七条以下の 文に固有の立法権限も、また強制力ある規定も
（後述の男女の同一報酬に関する規定を除き）
置
かれなかったことであ
る
）（（
（
。こうした状況からすれば、社会政策が積極的に統合の対象とはされていなかったことは明
らかである。
この点、社会政策統合が避けられた背景には、社会政策というセンシブルな領域については加盟国に権限を残すと
いうことで、加盟国および国内労使にコンセンサスがあったといわれ
る
）（（
（
。当時のすべての加盟国において共通して力
強く継続的な経済成長がみられたことから、ヨーロッパレベルで差し迫って社会政策的措置を講じる必要もなかったともいわれ
る
）（（
（
。とりわけ重要なのは、この時期の共同体を動かしていた哲学であろう：共通市場の形成が、自動的に
社会的な進歩を引き起こすべきであるという考えが 消極的な社会政策の根本にあったので
（これは「新自由主義」
的思考と呼称されることもある
）（（
（
）。
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六三九
しかし問題は、社会政策における総則的規定である一一七条が、 「謎めい
た
）（（
（
」
定めをしていることである。同条第
一文は、 「加盟国は、労働者の生活および労働条件の改善に尽力し、また、それにより向上という形でのそれら諸条件の接近
（
A
ngleichung ）
を可能にする必要性を認める」とする。続く第二文においては、そのような発展が「社会秩
序の調和を促進する共通市場の機能からも、また、本条約に規定される手続ならびに法律お び行政規定の接近からも生じるも と解する」
（以上、ドイツ語版参照）
とされ
た
）（（
（
。たしかに第二文には、新自由主義的な哲学がみてとれ
る
）（（
（
。
しかしとりわけ第 と 前述した権限の欠如は相反するようにも思われる。
この矛盾するようにもみえる状況は、 条約交渉の政治的結果として説明できる
）（（
（
。そしてそこに、 この時期のヨーロッ
パ社会政策あるいは労働法の競争政策的なコンセプトがみてとれ のである。指摘 ねばならないのは、条約交渉時には必ずしも社会政策領域を統合対象の外に置いておくことに合意があったとはいえないことである。ローマの社会政策の規定は、条約交渉において社会政策での法制 接近措置の必要性を主張したフランス 、それに反対したドイツの間で 妥協的産物であっ
た
）（（
（
。すなわち、フランスは当時比較的高水準な社会法制を有していたことを背景
として、共通市場における平等な競争条件は、各国の社会的規定から企業に生じるコストが同一の場合にのみもたらされると説き、 領域での法制の接近措置を主張した。対して、個別的な社会的 の比較は適切でないこと、資本、原材料 調達コストや税負担 ど様々な要因で生産コストは決まること、加えて、コストの違 こそ競争を可能にするなどの反論が存在し、それを代表していたのがドイツであった。ただ結局のところ フランスを除いて原加盟国の大半は新自由主義的立 あったため
）（（
（
、上記のような実効的な規定の欠如にいたった。
こうした経緯に表れているのは、社会政策領域での各国法制度の調和ない 共同体レベルでの措置が求められるこ
六四〇
とはあっても、それは競争政策的な動機に基づくものに過ぎなかったということである。国内労働法のモデルに対応するような、労働者保護という意味でのヨーロッパ労働法は、構想されなかっ
た
）（（
（
。一一七条が単に生活水準および労
働条件の改善を目指すとせずに、その接近を強調したのも、こうした経緯と合わせてみれば競争政策的な社会政策のコンセプトを表している のとみることができ
る
）（（
（
。狭義の社会政策上、唯一強制力ある規定として存在した男女の同
一報酬原則
（ＥＥＣ条約一一九条）
も、既述のようなフランスの主張への考慮から取り入れられたもので、少なくとも
当初の段階では競争政策的 性格のものであったことが指摘される
）（（
（
。
ⅱ
　
また、広い意味で社会政策にかかわる法規定を含めてみても、この時期の社会政策には経済政策ないし競争政
策に従属する役割しか与えられていなかった。まず、たしかに差別禁止という労働法でも重要 役割を担う規定が、条約体系上は現在 域内市場法に属する労働者 自由移動
（ＥＥＣ条約四八条）
にみられた。しかもこれには独自の立
法根拠規定も存し
（同四八条三項（ｄ） 、四九条、五一条）
、それに基づく立法も初期の段階で行われてい
た
）（（
（
。しかしいう
までもなく、労働者の自由移動は一義的 は経済政策的なものであ
る
）（（
（
。また、一九六九年と一九七〇年には、ＥＥＣ
条約七五条
（共通運輸政策）
に基づき一定の社会的規定が調和されたが
）（（
（
、ここで意図されていたのは、運輸市場におけ
る重要な競争 件としての社会的規定の調和であっ
た
）（（
（
。さらに、当時の「社会政策」の編の第二章
（ＥＥＣ条約一二三
条から一二八条）
には欧州社会基金について規定が置かれていたが、同基金の性格としても、労働者の自由移動促進的
な役割が指摘される
）（（
（
。
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（　
社会政策行動計画
（
social action program
m
e / Sozialpolitisches A
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）
ⅰ
　
しかしこうした法的状況下にあっても、政治的な意思を背景として、本来の意味でのヨーロッパ社会政策が芽
を出し始める。その発端とされるのが、一九七二年一〇月二〇日の、パリでの欧州首脳理事会会談であ
る
）（（
（
。同会談で
の最終声明においては、経済的な成長は自己目的的なものではなく、生活の質・水準の改善に資するものでなければならないこと、また、社会政策領域での力強い行動に対して、経済・通貨同盟 実現と同等の意義を認めること、そして、共同体機関に対して、社会政策行動計画 編成を要請することが、述べられた
）（（
（
。
そしてその後の欧州委員会提案を受けて、一九七四年一月二一日、閣僚理事会による社会政策行動計画に関する決
議が採択され
た
）（（
（
。同計画は、一九七四年から一九七六年を第一段階と位置付け、その間にとられるべき数々の施策を
掲げるものであった。これらの施策は 大きく三つの目的のもとに分類され いた。すなわち、①完全雇用およびより良い雇用、②生活・労働条件の改善、ならびに③経済・社会政策決定への労使の参加および企業・事業所生活における労働者の参加 増大である
）（（
（
。
こうした個々の施策を示すにあたって、同行動計画の前文には まず、次のようにいわれている。いわく、ＥＥＣ
条約二条に従えば、共同体は生活水準の加速された改善の推進を任務とするも である。また、既述の一九七二年一〇月のパリでの欧州首脳理事会の声明内容が確認される。そして、次のようにも述べ いわく、共同体の社会政策は独自の役割を有し、共同体の措置がとられ、あるいは個別加盟国の社会政策の目的が共同体により決定されることにより、上記［①②③］の目的の実現に不可欠な貢献を果たすべきものである
（もっとも、他のレベルでの行動のほ
六四二
うが効率的なものまで共同体化しようとするものではない）
。採用される諸措置が社会政策と他の諸政策の目的を同時に達
成するものとなるよう、 社会政策と他の共同体政策の間の結束
（
consistency/
K
ohärenz ）を保障することが不可欠である。
閣僚理事会は、他の共同体政策の文脈で採用される措置に加えて、 ［上記①②③の］目的を達成するに必要な措置を採択する政治的な意思を表明する
）（（
（
。
社会政策行動計画は、共同体レベルでの社会政策的構想を打ち出した初めての試みとさ
れ
）（（
（
、ヨーロッパレベルでの
本来の社会政策は、この一九七四年に初めて生まれた も
る
）（（
（
。同行動計画の背景として指摘されるべきは、パリ
での欧州首脳理事会の声明が示すように、政治的な意思レベルで、共同体が新自由主義的な哲学から距離をとり始めたということである。長い目で見て 単純 経済的な統合を進めるだけでは、共同体内での政治的な結束が生まれないということの認識が共有され始めたといえよう
）（（
（
。
当時のこうした哲学の変化を促した事情としては、いくつかのことを指摘することができ
る
）（（
（
。まず、当時の社会・
経済情勢、 りわけ一九七〇年代のオイル・ショックに続く景気後退の影響であ
る
）（（
（
。すなわち、そうした状況下で経
済統合における「敗者」 ための社会政策的措置を らないことは、市民 信頼を失い 経済統合 プロセスまで危険にさらしかねな と考えられ のであ
る
）（（
（
。加えて、一九六九年から一九七三年の間の欧州の左傾化があったこと、
また、この段階ではイギリス
（一九七三年加盟）
も、共同体レベルでの社会政策措置に明確に反対の姿勢を示していた
わけではなかったことが指摘される
）（（
（
。さらに、一九七〇年のいわゆる
W
erner
計画
）（（
（
（経済・通貨同盟の計画）
に鑑みて、
社会政策の共同体化が必要と考えら た。という も、それに伴う各国の政策 化は、実際上各国の社会政策的な発展に影響し 各国の社会政策の裁量は制限されざるをえないと考えられたからである
）（（
（
。
六四三
ヨーロッパ労働法研究序説（山本）
ⅱ
　
もっとも社会政策行動計画の課題は、 実行面にあった。 前文に明らかにされているとおり、 同行動計画自体は 「政
治的な意思」の表明にとどまり、法的な拘束力があるものではない。したがってその実現のためには、閣僚理事会において法的拘束力 ある法行為が採択されるかどうかが重要であった。
この点、既に述べたとおりローマ条約時代、社会政策固有の立法権限は存在しなかった。そこで同行動計画におい
て示唆されていたのは、当時のＥＥＣ条約二三五条という一般的な権限条
項
）（（
（
の活用であっ
た
）（（
（
。同条には、これに対応
する現在のＥＵ運営条約三五二条とは異なって、 「共通市場の枠組内」という文言で市場統合への関連付けという限定がなされていたものの、既にこの文言自体は広く解されてい
た
）（（
（
。また、今日までヨーロッパ社会政策の実現手段と
して最も重要なのは法制 接近であるた
め
）（（
（
、同じく共通市場への関連付けを要件として、法制の接近のための措置を
認めていたＥＥＣ条約一〇〇条も
）（（
（
、二三五条と並んで重要な立法根拠となりえた
）（（
（
。
実際のところ、社会政策行動計画の上記三つの目的のそれぞれにおいて、諸種の施策がとられた。あまり大きな進
展とは評価されない上記①および③の目的の分野を別とすれ
ば
）（（
（
、生活・労働条件の改善
（上記②の目的）
においては、
たしかに諸種の指令が発せられている。 一九七五年から一九八〇年までに 膨大な失業率を前にして当時関心の高かった労働関係の存続・終了に関連する諸指令が立法され
た
）（（
（
。いずれも、上記一般的権限規定のうちでも、当時のＥＥＣ
条約一〇〇条に基づいて立法されたものであった。また、八〇年代の半ばまでに大きく進展したのが、安全衛生 領域であ
る
）（（
（
。これらの指令も、当時のＥＥＣ条約一〇〇条に立法根拠を有している。さらに、一九七五年から一九八六
年の間に、ＥＥＣ条約一一九条
（男女の同一賃金原則）
を具体化する めの五つの指令が発布されてい
る
）（（
（
。これらは、
ＥＥＣ条約一〇〇条、二三五条、あるいは両者に、それぞれ立法根拠を有していた。
六四四
（　
社会政策的動機とその効用
このような社会政策行動計画に基づく発展の意義は、
（後述のように部分的にではあるが）
社会政策的な動機に基づく
社会政策立法をもたらし、またそれにより、社会政策立法に特有の性格をもたらしたことである。そしてこうした発展には、ＥＣＪも貢献した。
ⅰ
　
社会政策的な動機についていえば、この時期の立法には明らかにそれが言及されている。例として労働関係の
存続・終了 関連する諸指令
（大量解雇に関する指令七五／一二九／ＥＥＣ、事業譲渡の際の労働者の権利保護に関する指令
七七／一八七／ＥＥＣ、使用者の倒産時の労働者保護に関する指令八〇／九八七／ＥＥＣ）
をとってみれば、これらの指令に
おいては共通して、各加盟国間の規制格差がもたらす共通市場の機能への影響を考慮することが明記される一方で、労働者の保護が必要であることも明記されてい
る
）（（
（
。また、男女の同一報酬原則の適用に関する加盟国法制の接近につ
いての指令七五／一 七／ の備考部
（ないし前文）
においても、 社会政策行動プログラムに明確な言及がなされ、
経済的発展だけでなく社会的発展をも目指すことが顧慮されている。
特筆されるべきは、 こうした指令七五／一一七／ＥＥＣに看取できる新たな哲学が、 こ 時期に欧州司法裁判所
（Ｅ
ＣＪ）
によっても部分的に認められたことである。それが、 一九七六年四月八日の
D
efrenne
第二事件先決裁定
）（（
（
である。
同先決裁定は、同指令 具体化の対象たる当時のＥＥＣ条約一一九条の水平的直接効を認めた判例として著名なものであるが、その判示の中でＥＣＪは、同条の目的を次のように説明した。いわく 一一九条は二重の目的を有するものである〔判 第八段〕 。第一に、加盟国間の社会立法 発展段階 違いに鑑みて、一 九条は、男女同一賃金の原
六四五
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則を実施している加盟国の企業が、未だ実施していない加盟国の企業との共同体内での競争において、不利な立場に立たされる状況を回避しようとするものである〔同第九段〕 。第二に、 共同体は、 基本条約前文に強調されている通り、単なる経済的同盟なのではなくて、同時に 社会的進歩を確かなものとし、かつ生活・労働条件の継続的改善を目指すものであり、一一九条はそう た共同体の社会的目 の一部を す である〔同第一〇段〕 。
同先決裁定のさらに重要な判示は、男女同一賃金という社会政策的問題に関して、加盟国が排他的権限を有してい
ると解されるべきかという付託事
項
）（（
（
に対する判示である。いわく、一一九条が加盟国に責務を課していることは、共
同体の同事項についての権限を排除するものではない〔同六一段〕 。む ろ、同条が［ＥＥＣ条約］第三部「共同体の政策」 中の第三編「社会政策」に位置付けられていることが、共同体にも同事項に関して権限が存することを示している〔同六二段〕 。そして同条において社会政策の実施 ため 共同体がとりうる行動 規定されていない状況にあっ は、 ［ＥＥＣ］条約一〇〇条、一五五条、また場合によっては二三五条といった一般的規定を用い 同政策の実行を行うことが適切である〔同六三段〕 。
以上のようにＥＣＪは、一一九条の位置付けを示すにあたって、共同体が経済的な目的と並んで社会的目的を追求
するとして、単なる経済共同体を超えた共 体の位置付け 示し、また、当時まだいずれも共通市場の達成と う目的に関連付けられていた一般的権限規定を、
（同判示は直接的には男女同一賃金の問題を対象とするにすぎないが、 ）
社会政
策のための法行為 根拠規定と認めた。こうす ことでＥＣＪは 共 体および共通市場 社会的な側面を承認したのであっ
）（（
（
。
ⅱ
　
そしてこうした社会的側面の承認に対応して、この時期に発せられた社会政策領域の諸指令には、重要な特徴
六四六
が見出される。例として再び指令七五
／
一二九
／
ＥＥＣ、 指令七七
/
一八七
/
ＥＥＣ、 指令八〇
/
九八七
/
ＥＥＣをとっ
てみれば、こ らの指令が、加盟国国内法の接近の方法に関連して、社会政策的目的を強調するものであったことが重要である。すなわち、規制格差を減少させるための接近は、社会政策の総則的規定たる当時のＥＥＣ条約一一七条にいう「改善」の形で促進されなければならないとされてい
た
）（（
（
。それゆえに、現在のＥＵ運営条約一五三条の社会政
策立法の特徴 最低基準としての指令という手法が、既に看取される
）（（
（
。
（　
権限上の限界
ⅰ
　
以上のようにこの時期、政治的な意志が先導する形で、ＥＥＣ条約一〇〇条と二三五条をてこにした社会政策
立法に進歩がみられ、また、ＥＣＪによる追加的な貢献もあった。とりわけ一九七四年から一九八〇年の時期は、 「調和の黄金時代」や「ヨーロッパ労働法の開花期」などとも呼ばれ
る
）（（
（
。しかし、約一〇年の間に数えるばかりの指令し
か立法されなかったことが、やはり目に付くであろう。これらの立法がなされた分野というのも、労働法の一部にすぎない
）（（
（
。また、とりわけ八〇年代に入ると、多くの立法提案が実現しないまま時が経つことになる
）（（
（
。
これにはそもそもの背景として、この時期の法的状況が指摘されなければならない。というのは、固有の立法権限
を欠く中で社会政策立法が頼らざるをえなかった一〇〇条と二三五条の両条には、共通して、手続 して全会一致が定められていたことである。全会一致のもとでは、発展如何は政治的状況に特に強く影響される。
そうした法的背景のもと、以下 経済的・政治的状況が同行動計画の実現を阻ん
だ
）（（
（
。まず、既に加盟国が九カ国と
なっていたことは、全会一致のもとでの採択をより困難なものとした ろう。次 、一九七〇年代か の景気後退
六四七
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は、既に述べたとおり社会政策的措置の必要性を各国に認識させたとされるものの、景気後退により生じた問題に各加盟国が個々に対応を進めようとしたともされる。また、共同体レベルでの社会政策を推進する動力となっていW
erner
計画が、まもなく
（しかもほとんど何も実行されないまま）
挫折し
た
）（（
（
ことも指摘される。しかし、とりわけ八〇
年代に入ってからの停滞の原因として強調されるのは、一九七九年イギリスのサッチャー保守党政権の誕生である。規制緩和の流れが新たな保護基準の創設を阻んだ中
で
）（（
（
、同政権はこの時期以降、新自由主義的な立場を強く主張する
ものとして、共同体レベルでの社会政策の推進に対する大きな抵抗力となっ
た
）（（
（
。結局、行動計画自体は政治的意思表
明として野心的なものであっ が、しかし、その法的な実現可能性を顧みなか たために、全く実行されないか、あるいはかなりの遅れを伴うこととなって まった である
）（（
（
。
ⅱ
　
このような社会政策的措置の採択の困難とは別に、この時期に実際に採択された社会政策立法の、いまひとつ
の特徴も指摘され ければならない。すなわち たしかにこれらの指令は社会政策的な目的を明確に掲げるも ではあったが、他方で、各加盟国間の規制格差がもたらす共通市場 機能への影響を考慮す こ も明記されていたことである。したがってこれらの指令は、社会政策的目的と競争政策的目的という二重の目的 有する のであっ
た
）（（
（
。注
意されるべきなのは、これらの指令は、ＥＥＣ条約一〇〇条や二三五条 いった共通市場に関連付けられる権限条項を用いる以上、純粋に社会政策的な意図によっ 立法さ えなか たことである。こ した二重 格というのは、D
efrenne
第二事件のＥＥＣ条約一一九条の理解にもみられた。
六四八
三
　
課題領域
（固有の立法権限と社会的基本権保障）
以上のように二つの哲学に牽引されてきた当初のヨーロッパ社会政策のもとでは、とりわけ、法制の接近措置のた
めの立法権限が課題であった。それゆえ初めて基本条約改正を行った単一欧州議定書においては、社会政策固有の立法権限 付与が目指されることになる。その後再びヨーロッパ社会政策を前進させようとした「労働者の社会的基本権に関する一九八九年共同体憲章」では、加えて、共通の最低基準としての基本権保障が、ヨーロッパ社会政策の課題として浮かび上がってくる。
（　
単一欧州議定書
社会政策立法が一般的権限条項に頼らざるをえず、全会一致による制限を受けざるをえない状況は、条約改正によ
る権限、立法手続の改革 よってしか変えられなかった。そのような中 約三〇年にわたり改正 施されてこなかったＥＥＣ条約が、単一欧州議定書
（
Single E
uropean A
ct/
E
inheitliche E
uropäische A
kte ）
によって初めて改正されること
になる。単一欧州議定書は、一九八五年後半に取りまとめの作業が行われ、同年一二月二・三日に開催されたルクセンブルクでの欧州首脳理事会会談において採択、翌一九八六年二月に締結さ 一九八七年七月一 発効した。
ⅰ
　
単一欧州議定書は、端的にいって、共通市場の形成を「内部に国境のない域内市場」という新しいコンセプト
のもとで、また一九九二年末を期限として、いま一度強力 推し進めようという意図のもと締結されたものであった
六四九
ヨーロッパ労働法研究序説（山本）
（単一欧州議定書一三条により挿入されたＥＥＣ条約八ａ条参照）
。共通市場はもともと、六〇年代末までに達成されるはず
のものであった。しかし実際には、それが部分的にしか達成されていないとの認識があった。すなわち、国境において行われる商品および人に対する検査や、商品・サービスに関し各国が設定する国内規制が、自由移動に対する実質的な障害、いわゆる非関税障壁として残ったのであ
る
）（（
（
。加えて、八〇年代の不景気の中、各国の保護主義的措置が特
に顕著になり 加盟国および共同体に、三〇年近く改正されてこな った基本条約の改正 必要性を認識させたといわれる
）（（
（
。
特に改正の必要性があったのは、共同体の法行為手続である。とりわけ、
（事実
上
）（（
（
）
広く採用されていた全会一致原
則の見直しが重要であった。南への拡大によって一九八一 に既に一〇カ国
（ギリシャ加盟：第一次南方拡大）
、単一欧
州議定書署名の一ヶ月前には一二カ国
（スペイン、ポルトガル加盟：第二次南方拡大）
にまで加盟国数が増えていたとこ
ろ、そのような状況下で共同体内の意思決定を円滑に行う は、こうした原則を見直す必要があることはいうまでもなく、加盟国間にもそうした認識ができてい
た
）（（
（
。
 また、条約上明確に言及されていない環境保護などの分野で、当
時ＥＥＣ条約一〇〇条や二三五条のような 般的権限条項が用いられていたこと
が
）（（
（
、問題であった。そうした不明確
な権限拡大への批判を避けるために、それらの分野を明確に共同体の政策領域として条約上規定する ったのである
）（（
（
。共同体法の観点からいって一般的権限条項の使用が問題であったことは、社会政策にも共通する
）（（
（
。
ⅱ
　
単一欧州議定書による改正の方向性を決定付けた は、欧州委員会による「域内市場完成 関する白
書
）（（
（
」
であ
る
）（（
（
。同白書は、一九九二年末までに単一市場を達成するために必要なプログラムを作成するよう、欧州首脳理事会が
委員会に命じたことを受けたも であ
る
）（（
（
。欧州委員会の取り組みの特徴は、ローマ条約の根本的な変更を目指さない
六五〇
現実的な道、言い換えれば、経済統合に集中する道を選択したことであっ
た
）（（
（
。社会政策にとってこのことは、その発
展可能性の後退を意味した
）（（
（
。
白書はまず、既に述べたとおり、共通市場の達成期限が過ぎた当時でも、非関税障壁が域内取引の障害となってお
り、 しかもそうした障害が景気後退に伴う各国の保護主義的態度により増幅されていることを指摘した
）（（
（
。そのうえで、
具体的にとられるべき措置を便宜上物理的、技術的、税制上の障壁の除去という形で分類
し
）（（
（
、付属文書において非常
に多岐にわたる個々の措置を、タイムテーブルとともに列挙した。
白書が示す改正の方向性を特徴付けるもの して そこでの社会政策の位置付けが見落とせない。白書は、総論部
分において、まず域内市場の達成に直接必要な措置に集中するとしたうえ
で
）（（
（
、次のように非常に簡潔にしか社会政策
領域に触れていない： 「多くの共同体の政策が その機能に影響し、ま 同時にその完成によりもたらされる推進力により利益を得るという意味で、域内市場と緊密に結び付けられた形で存在している。こ ことは特に、運輸、社会、環境、および消費者保護政策 あてはまる。社会的側面に関していえば、……委員会は政府および労使との対話を行う
）（（
（
」。労使との対話の促進は、既に七〇年代の社会政策行動計画で謳われていたことであり、このことの言及自体に
はさして新たな意義はな
い
）（（
（
。むしろ全体として見出せる特長は、七〇年代に社会政策行動計画にみられた哲学の変化
の傾向に拘わらず 白書においては未だ、新自由主義的な構想が保たれているということであ
る
）（（
（
。具体的な法行為の
提案においても、白書 いては拘束力のある社会政策立法の提案 欠けていた
）（（
（
。
ⅲ
　
単一欧州議定書によって達成された重要な内容上の改正のうち、全会一致原則の克服
（もっとも後述のように社
会政策は基本的 例外）
についてのみ触れておくことが有益である。同改正においては、新たに付加あるいは改正され
六五一
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た権限条項の大半において、特定多数決が採用され
た
）（（
（
。とりわけ域内市場政策にとって、また一般的立法権限として
重要だったのは、 単一欧州議定書一八条により付加されたＥＥＣ条約一〇〇ａ条
（今日のＥＵ運営条約一一四条）
である。
同条は、域内市場の確立を謳ったＥＥＣ条約八ａ条に触れながら、旧来の一〇〇条に対応して域内市場の確立および機能のための法制の接近 ための措置を規定している。しかし本条は一〇〇 とは異なって、特定多数決を採用している点に重要性がある。本条 実務的意義は 単 欧州議定書による 約改正後 展開が顕著に物語っている。すなわち、域内市場完成に関する白書に予定されていた二八二の措置のうち二一八にのぼる措置 、既 一九九二年七月までに採択されてお
り
）（（
（
、また拘束力のある法行為の提案は三〇〇弱あったとこ
ろ
）（（
（
、一九九二年八月の段階で法行為の
九〇％以上が採択され、そのうち七五％が国内法化されている
）（（
（
。
（　
社会政策固有の立法権限
ⅰ
　
そうした改正の中で、狭義の社会政策においては、一一八ａ条と一一八ｂ条が付加され
た
）（（
（
。一一八ｂ条におい
ては、それまでの「社会対話
（
social dialogue/
Sozialer D
ialog ）」の実務を背景として、委員会が労使間の対話を促進す
ることに努める旨が規定されたが、この段階ではまだ、その意義 限定的であ
る
）（（
（
。むしろ単一欧州議定書による改正
の中で社会政策にとって最も重要であった は、一一八ａ条によって、共同体史上初めて、社会政策固有の立法権限が付与されたことであ
）（（（
（
。
同条は一項において、安全衛生に関する労働環境の改善に尽力し、改善を伴う形での同分野での条件の調和が目的
として設定されるべき を定めている。そして二項において、当該目的のために最低基準とし の指令を、特定多
六五二
数決によって採択する権限が与えられている。つづく三項においては、より厳格な基準を加盟国が採用することが妨げられないことが規定され、ここでの法制の接近措置としての指令が最低基準であることが明確に確認されている
）（（（
（
。
同条の意義は、とりわけ実務的には、特定多数決による指令立法が可能にされたことにある。全会一致手続のもと
でのイギリスの拒否権を封じる手段となった であ
る
）（（（
（
。安全衛生分野という意見の隔たりの比較的小さかった分野に
（基本的
に
）（（（
（
）
限られたものではあっても、同条に基づいて漸進的に共同体レベルでの労働法の形成が行われたことは、
無視されるべきではないであろ
う
）（（（
（
。もっとも、安全衛生分野での最低基準としての指令は、全会一致によっていたと
はいえ、既述のとおり単一欧州議定書による基本条約改正前から、既にＥＥＣ条約一〇〇条によって行われてき
た
）（（（
（
。
もともとの意見の隔たりの小ささに鑑みれば、一一八ａ条の意義は、限られた範囲においてこれまでの実務に明確に法的根拠を与 たことに どまる、との評価も可能である
）（（（
（
。
ⅱ
　
しかし、同条のような社会政策固有の立法権限が基本条約上に明確に位置付けられることの意義は、見落とさ
れるべきではない。まず指摘されるべき ここでの法制の接近のため 指令が 最低基準として発せられることが明確にされたことである。最低基準として 指令 いう手 は 今日にいたるまでヨーロッパ労働法の重要な特徴となっている。こうした手法が重要なのは、社会政策領域での指令立法が単 規制格差を問題にして行われる法制 接近なのではなくて、改善を伴うもので ければならない、と 性格が明らか され からである。単に規制格差を問題にするのであ ば 統一的 労働法を目指せ 済む。しかしそ 場合の問題というのは、比較的 高水 な社会法制を有する加盟国にとっては、水準の引き下げを伴うも となりうることであっ
た
）（（（
（
。最低基準としての指令は、一
方では経済水準の低い 過剰な要求 せず、他方で、そ た水準の引き下げも防ぐ役割があ
る
）（（（
（
。社会政策領域で
六五三
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の法制の接近措置としては、最も現実的な手法であるといえ
る
）（（（
（
。加えて強調されなければならないのは、こうした手
法が採用されたことの哲学的な含意である。すなわちそれは、労働法の文脈でいえば、労働者に対する保護ということそれ自体に共同体が価値を認めたということを意味した
）（（（
（
。
次に、この最後の点にみられるように、社会政策的な動機それ自体に基礎付けられた権限条項がもたらされたこと
が重要である。既述のとおり、当初の社会政策立法にみられたのは、社会政策的動機の萌芽の一方での、必然的な競争政策的性格であった。当時 ＥＥＣ条約一〇〇条に立法根拠を求めざるをえなかった安全衛生分野での立法をみても、そうした は共通してい
る
）（（（
（
。他方で、一一八ａ条に立法根拠を求める限りにおいては、共通市場への必然的な
関連付けが必要なくなる。専ら社会政策的な動機に基づく立法の可能性が与えられたのであ
る
）（（（
（
。例えば一一八ａ条に
基づいて立法された代表的な指令であるいわゆる安全衛生枠組み指令八九／三九一／ＥＥ
Ｃ
）（（（
（
には、たしかに、安全衛
生に関する国内規定の格差が「安全衛生を犠牲にす 競争」につながりうること 顧慮さ てお
り
）（（（
（
、この点で競争政
策的な性格を未だ指摘できるかもしれない
）（（（
（
。しかし本指令に目立つのは、 むしろ一一八ａ条に規定されているとおり、
安全衛生に関する労働環境の改善そのものの強調であ
る
）（（（
（
。社会政策固有の立法権限の付与による、こうした競争政策
的な動機付けというくびきから 解放は、軽視されるべきではないだろう。
（　
単一欧州議定書の限界と「域内市場の社会的側面」の要請
ⅰ
　
それでも、単一欧州議定書による社会政策領域への立法権限付与の限定性をみるとき、やはり同領域での統合
プロセスに特別にブレーキがかかっていたことは否めない。こ ことは、一般的 権限条項 新た 付加された
六五四
一〇〇ａ条をもう少し詳しくみてみることでも、明らかになる。一一八ａ条のように固有の立法権限が限定されていたとすれば、一〇〇ａ条の社会政策にとって有した意味が問題になることは、想像に難くないだろう。なぜなら、上記のとおり実際上、限られた範囲でとはいえ既に一般的権限条項である一〇〇条
（全会一致）
を用いた社会政策立法
が行われていたからであ
る
）（（（
（
。この点、一〇〇ａ条は一項において特定多数決での立法権限を規定するが、参照される
べき条文が、つづく二項 る： 「一項は、財政規定、人の自由移動、ならびに労働者の権利お び利益に関する規定には適用しない」 。ここから明らかになるのは、ＥＥＣ条約一〇〇条
（現ＥＵ運営条約一一五条）
に比べて、一〇〇ａ
条
（同一一四条）
の適用範囲は狭いということである。
このような限定の背景はいうまでもなく、単一欧州議定書の交渉において、二項に掲げられる事項について特定多
数決を導入すること、した っ 全会一致という制限を取り除くことに、加盟国間で合意が形成できなかった点にある
）（（（
（
。 「労働者の権利および利益」に関しての事項が除外されたのは、社会政策固有の立法権限の範囲が、前記のとお
りＥＥＣ条約一一八ａ条のように極めて限定されたことと密接な関連を有してい
る
）（（（
（
。特に、自国の反対にも拘わらず
労働関係指令が発せられることを危惧したイギリスの意図があったことは、明らかであっ
た
）（（（
（
。たしかに「労働者の権
利および利益」という文言によって、どの程度社会政策に関わる立法が排除されているかには、解釈論上議論の余地があ
る
）（（（
（
。しかし、実務上当該規定は、社会政策分野での提案根拠として用いられてこなかったとも指摘され
る
）（（（
（
。少な
くとも同項の存在が示すのは、社会政策領域がこ 段階でも未だ、特にセンシブル も と 積極的な統合対象から除外されていたということであろう
 。
 
ⅱ
　
このように単一欧州議定書による基本条約改正が積極的な社会政策統合をもたらさなかった一方で、そこで推
六五五
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進されるべきとされた域内市場の創設というプロジェクトは、社会政策的措置の要請、あるいはいわゆる「域内市場の社会的側面」の要請を増大させることとなった。何故なら、市場統合がさらに推し進められ という見込みに応じて、労働者にとって負の効果への不安が
）（（（
（
、あるいは特に労働組合側からみて、域内市場が「ソーシャル・ダンピング」
につながるのではないかという不安が強まったからである
）（（（
（
。
 
すなわちまず、域内市場の創設はより高い次元での国境を越えた競争をもたらすべきものであり、そうした競争に
おいては、各国の 法制の水準格差が企業にとって 競争条件の格差に大きく影響すると考えられたのであ
る
）（（（
（
。ま
ず、比較的低い社会法水準を有する加盟国の は市場シェアを得るうえで有利な立場に立つ。このような状況下にあっては、比較的高い水準の社会法制を有する加盟国の企業は、会社法や税法と同じく、労働法を含めた社会法制のあり方が企業経営上有利と思われる地に生産を移転しようとすると危惧され
た
）（（（
（
。そしてこのような行動は、域内市場
法上は開業の自由によって保障されている権利であり、域内市場 いう基本コンセプトからして当然 もたらされるはずの帰結で たのである
）（（（
（
。こうした事態を念頭に、今日でも用いられることのある表現、すなわち「ソーシャル・
ダンピング」への危惧が表明されるこ になる
）（（（
（
。
 
むろん、学術的な用語としての「ダンピング」という表現の当否は問題である
し
）（（（
（
、以上のような問題の単純化も適
切とは思われな
い
）（（（
（
。しかし否定しえないのは、より強化された形での域内市場の創設によって、それが唯一の要素で
はない しても
（また部門によってその重要性が異なるとしても）
、社会的コストの格差・労働法の水準の違いが企業の決
定に影響を与えるであろうということであっ
た
）（（（
（
。そうとすれば、それが加盟国の社会法の水準や労働条件の切り下げ
圧力となりうること
も
）（（（
（
、否定はできない。この時期の背景としてさらに指摘すべきは、単一欧州議定書の発効までに
六五六
共同体が既述の南方拡大を経験しており、内部での多様性が増していたことである。また、基本的に各国ごとに組織された労働組合が企業の国際的な動きに反対したところで、集団的労働法が国内的に編成されている以上、集団的な労働者利益の擁護にも限界があった
）（（（
（
。
こうした危惧を背景として、盛んに、域内市場あるいは共同体の「社会的側面」が要請されることになる。こうし
た要求において問題となっているのは、とりわけ労働者の地位を高める措置であり、共同体レベルでいえば 水準の改善を伴う法制の接近措置と、域内市場においても侵食されることのない堅固な労働者権利の確立を意味した
）（（（
（
。
ⅲ
　
そうした状況
下
）（（（
（
、共同体機関の側では、欧州委員会が具体的な対応を表明することになる。それが、委員会の
ワーキング・ペーパー「域内市場 社会的側
面
）（（（
（
」
である
（マリーン報告ともいわれる）
。同報告書は、そこで表明される
基本的立場からし 具体的提案に乏しい も批判されるもの
の
）（（（
（
、後述の一九八九年共同体憲章につながる審議の呼び
水となった点で重要であるので
）（（（
（
、以下にその要旨を紹介する。
いわく、域内市場は成長を可能にし、結果、労働条件や雇用の見通し、要するにヨーロッパの人々の生活水準を向
上させる。もし平均的なヨーロッパ 人々の獲得する生活水準や社会的保護に問題があれば 域内市場は無意味なものとなる。何故なら、欧州首脳理事会が一九八八年六月にハノーバーで述べたよう
に
）（（（
（
、まさに社会的進歩とすべての
共同体内の市民に提供される利点こそが、域内市場 正当性だからである。したが て域内市場の社会的側面が、単一市場から生じ 利益の最大化を補助するものでなければならない。社会的側面は、域内市場の完成に反するものでもなければ、それを遅滞させるものでもありえない。むしろ、単一市場へのヨーロッパ 人々から 支持を得ようするの らば、不可欠 ものであ 。 〔以上、報告書前文〕
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マリーン報告は、社会政策の果たすべき役割を強調した後、優先事項を定めたうえで、立法提案や既存立法の改正
可能性にも触れながら、採用されるべき措置をまとめている。労働条件および労働関係に関して言及されたのは、明確な立法根拠が既に与え れていた安全衛生領域
（報告書第七七段落）
と、労働関係に関する基本情報の記載された書
面での労働契約 対する労働者の権利、非典型雇用に関する共通の最低条件、企業に影響を与える重要な変更に際しての労働者に対する義務的な情報提供・意見聴取であった
（同第七八段落）
。また、男女平等の領域でのさらなる措置
の可能性
（同第八九段落）
、社会対話
（同第九二段落以下）
への言及も行われた。
ここでの文脈で重要なのは、マリーン報告が、最後に「結論：共同体の社会的基盤
（
social foundation
/
sozialer 
Sockel ）」と題して、次にように述べたことである。いわく、 ［域内市場実現期限である］一九九二年までに共同体の
社会的基盤が築かれることが不可欠であり、それは、域内市場の社会的側面が、経済的側面と同時に達成されていることを示すものである〔報告書第九七段落〕 。 ［マリーン報告で言及された］措置のすべては、共同体の社会的基盤が基礎を置くべき不可欠な要素であり、 またそれは、 社会的権利に関する欧州憲章 具体化されうる 〔同第一〇四段落〕 。
  
（　
労働者の社会的基本権に関する一九八九年共同体憲章
ⅰ
　
その後一九八八年一一月になって、 「社会的基本権に関する欧州共同体憲章」の可能的内容についての検討が
経済社会評議会に依頼され、同評議会を含め関連諸機関による意見表明がなされたあと、欧州委員会の準備草案・正式草案を経て、一九八九年一二月八・九日のストラスブールでの欧州首脳理事会において、 「労働者の社会的基本権に関する一九八九年共同体憲章」が採択され
た
）（（（
（
。もっとも、
（後述する憲章の宣言的性格にも拘わらず）
社会的な権利の
六五八
存在を確認することに抵抗したイギリスが結局最後まで合意せず、一九八九年共同体憲章はイギリスを除く当時の一一ヵ国によって可決されたものとして誕生した。
一九八九年共同体憲章は、その前文において、狭義の社会政策の総則的規定であるＥＥＣ条約一一七条に触れ、改
善が維持されつつその調和を可能 するための、生活・労働条件の改善の必要性に言及することから始める
（第一段）
。
そのうえで、単 の欧州市場の形成に際して、経済的側面に対するのと同じ重要性が社会的側面にも与えられなければならず、したがってバランスのとれた方法でそれが発展させられなければならないことに触れてい
（この点では、
ハノーバーの欧州首脳理事会の結
論
）（（（
（
と、マドリードの欧州首脳理事会の結
論
）（（（
（
が参照されている） （第二段）
。そして、本憲章の目
的が、一方では、加盟国 労使、そして共同体の行動により既に達成されてい 社会領域における進歩を確認すること
）（（（
（
であり
（第一二段）
、他方では、単一欧州議定書の実施が共同体の社会的側面を顧慮せねばならず、共同体の労働者
の社会的権利の適切な発展水準を確保する必要があることを、 「厳粛に宣言する」ことだとする
（第一三段）
。また憲
章の前文は、当時ＥＥＣ条約上与えられていた権限条項に触れつつ、同憲章の実施が基本条約に定め れる共同体の権限を拡張するものでないことを述べ
（第一一段）
、また、補完性原則への言及がなされている
（第一五段）
。
その後、同憲章は具体的な原則として、大きく分けて一二項目
（①自由移動、②雇用および賃金、③生活・労働条件の改
善、④社会的保護、⑤団結の自由および協約交渉 ⑥職業訓練、⑦男女の平等取扱い、⑧労働者へ 情報提供、意見聴取、および労働者参加、⑨職場における安全衛生、⑩児童・青少年保護、⑪高齢者 ⑫障害者）
のもとに、全二六ヵ条の規定を置く。続
く「本憲章の実施」と題された章 内容として指摘されるべきは 次 二点である：本憲章の社会的基本権を保障るのは、加盟国 責任であること、しかし他方で、基本条約の権限内で、これら諸権利の効率的な実施のための法的
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措置の採択に関するイニシアティブを、可能な限り早期に欧州委員会がとることを求めること、である。
ⅱ
　
一九八九年共同体憲章の目的は、ここまで説明してきた経緯からも明らかなとおり、共同体の社会的側面を明
確にすることであっ
た
）（（（
（
。マリーン報告からの文脈でいえば、問題は、実際に一九八九年共同体憲章が、 「共同体の社
会的基盤」を具体化するものたりえたかどうかである。
この点、根本的な問題はその法的性格である。というのも同憲章は、形式や文言、そしてその誕生の経緯からも、
政治的宣言にとどま もの り、それ自体として法的拘束力を生むものではな
い
）（（（
（
。憲章が、共同体の権限が拡張さ
れるものでないこ を念押しし、補完性原則へ言及 、憲章上の社会的基本権の保障が加盟国の責任であることを強調したことは、いずれも、そう た意味で理解されよう。また、共同体法の枠外で、国際条約として締結されたものとも解さ ない
）（（（
（
。結局のところ、憲章は「厳粛に宣言」されたものにすぎない
）（（（
（
点で限界がある。
 
（　
憲章実施計画に基づく立法の試み
ⅰ
　
しかしだからといって、一九八九年共同体憲章が社会政策の発展にとってなんらの可能性も有しなかったとい
うわけではない。むしろ同憲章の意義は、政治的な面にあった。すなわち、憲章によれば、共同体レベルにおいては、欧州委員会の主導によって、憲章内の諸権利の効率的実施 めの措置がとられることとされていた。そして、憲章前文において共同体の権限拡大を否定しつつなされた、現在与えられている権限への言及は、ＥＥＣ条約一一八ａ条や一〇〇条を含んでおり、法的拘束力を生ずる措置も念頭 置かれていたと える。こ 点、後の立法活動の指針となり、その成否が具体的な実行に委ねられていたという意味では これもまた政治的宣言にとどまった前述の
六六〇
一九七四年社会政策行動計画に、一九八九年共同体憲章はその役割が似通っているといえ
る
）（（（
（
。そして少なくとも欧州
委員会に関していえば、当時既に社会政策の発展に意欲的であったから、十分なイニシアティブをとることが期待されていた
）（（（
（
。
そうした欧州委員会の意欲は、既に共同体憲章の採択以前からあらわになっていた。それが、一九八九年一一月
二九日付のコミュニケーションにて公表されている「労働者の社会的基本権に関する共同体憲章の実施にかかる行動計
画
）（（（
（
」
である。同行動計画は、基本的に共同体憲章の具体的項目に対応するかたちで各章を設け、立法措置を含めた
四七の措置を計画し 。そのうち二三が法的拘束力のある措置であり、指令と規則は合わせて二〇が予定されていた。それらの措置は、共同体憲章を実施するものであっ 、委員会が共同体レベルでの措置を緊要と考えたものである
（計画第二段落）
。したがってこれらは共同体憲章のすべての内容を実現するものではなくて、その一部をカバー
するものにとどまる。委員会の行った限定は、共同体憲章で強調されてい 補完性原則に配慮したものである。それゆえ、加盟国レベルで よりも共同体レベル 措置が効率的と考えられたもの 対象とされており、立法措置については 域内市場の社会的側面の達成あるいは共同体の経済的・社会的結束に貢献するために必須と考えられるものに限られてい
（計画第三および六段落）
。提案としては、立法措置の割合の面でも、たしかに安全衛生分野のもの
が際立って多いが 他の多く 項目においても立法措置を含めた提案 なされている
）（（（
（
。
ⅱ
　
それでは、当該行動計画の実現度はどの程度のものであったろうか。行動計画における提案のうち、その後の
マーストリヒト条約が発効する一九九三年一一月までに実際に立法措置が発せられたのは、安全衛生分野についての一一八ａ条に基づく指令 一
〇
）（（（
（
、共通市場との関連での法制の接近措置のための権限規定である一〇〇条に基づく指
六六一
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令が二
）（（（
（
、そして労働者の自由移動に関する四九条に基づく規則が一と
）（（（
（
、あわせて一三の立法となっている。
これをどのように評価すべきかは、域内市場完成に関する白書の実現度との対比が与えてくれる。というのも、
一九八九年共同体憲章の基本的考え方として、こうした経済政策に対する社会政策の同等性があり、双方のバランスの取れた発展が目指されていたからである。結論からいえば、域内市場完成に関する白書の実行度合いに比べて、計画されてい 社会政策の実現度は、失望的なものとして認識されざるをえなかった。
やや前後するものの、当時こうした認識をはっきり示したのが、経済社会評議会の一九九二年七月二日の意見表
明
）（（（
（
である。いわく、欧州委員会は、予定されていた措置すべてについて適時に責任を果たし 点において、称賛されうる。域内市場がそ 自身として目的なのではなくて、経済的進歩と社会的福利の双方 も らすための手段なのであり、持続的な共同体の社会的市場モデルは、自由 企業活動と経済成長、社会的基本権、社会的コンセンサスおよび結束に同等に依拠するも でなければならないということについては、 いまや明確な認識と支持がある。それゆえに欧州首脳理事会も経済的側面と 側面への同等 重要性を与えるべきこと、そし 両者がバランスのとれ かたちで発展させられ べきことを表明したのである〔以上、意見
（.（〕 。しかしながら経済社会評議会が特に懸念してい
るのは、一九八九年共同体憲章および委員 行動計画に基づく諸提案 関し 、閣僚理事 の採択 緩慢なことである。憲章の目標と実際のその実施の間に矛盾があることは明らかである。域内市場に関する白書 実施として提案された二八二の措置のうち既に二一八の措置が採択されてい と非常に対照的に、行動計画に予定されている法的措置のうち、閣僚理事会はこれまでのところたったの七つ 指令しか採択していな 。ほとんどの指令は ＥＥＣ条約一一八ａ条の特定多数決に基づくも であり、その他 提案に関す 議論において、閣僚理事会の動きは極端に緩
六六二
慢である〔以上、意見
（.（〕 。なお、同じ年の一二月一五日に、欧州議会も同様の批判を決議している
）（（（
（
。
いうまでもなく、法的にいえば、こうした緩慢さの最も大きな要因は立法権限の限界にあ
る
）（（（
（
。特定多数決に基づく
一一八ａ条に依拠することができた安全衛生分野では、そもそも特定多数決が導入できたことの背景に加盟国間の意見の 致があったこともあり 大きな進展があったものの 一〇〇条による手続にかけられ全会一致に依拠せざるをえなかった他の分野 は、たった二つの指令しか可決されなかったのである。一九八九年共同体憲章に反対していたイギリスが、その実施の めの行動計画に基づく立法提案に反対することは容易に想像でき、こうし 帰結はある意味必然であったろ
う
）（（（
（
。結局のところ、共同体の社会的側面の必要性に政治レベルで広く共通認識があったとはいって
も、法的に拘束力のある措置を共同体レベルで発することについては、確 な合意ができていなかったといえる
）（（（
（
。
 
四
　
潜在的課題領域
（域内市場法との交錯）
以上のように、初期ヨーロッパ社会政策
（労働法）
の発展というのは、当初は専ら市場統合を円滑にするための競
争政策的な動機から、したがってそれに従属するものとして展開し、そして徐々に市場統合の負の側面に対する社会政策的な動機から、独自の領域を有する対等なものとして要求されたところに特徴付けられている。独自の領域としては、未だ大きく成功しなかったとはいえ、改善を伴う法制 接近と、ヨーロッパレベルでの社会的基本権 保障のための体制を整える試みが行われた。ここで注意されるべきなのは、そうし 試みの背景には市場統合の社会法制に対する影響への懸念があったとはいえ それ 主に いわば事実的あるいは間接的な影響を念頭に置いたも であっ
六六三
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たということである。すなわち、 今日問題となっているような域内市場法
00000
と労働法との直接的な衝突は
（本稿冒頭参照）
、
この段階ではまだ目立って現れてはいなかったのである。しかし既にこの時期
（次期のマーストリヒト条約体制下にいた
るまで）
に、その萌芽がみてとれる。また、この時期に認識されていた課題が十分に克服されなかったことが、現在
の問題に影響を及ぼしていることも確認できる。
（　
衝突の萌芽
（自由移動原則・市場参入制限禁止アプローチ・私人間効力）
ⅰ
　
現在の用語法に従えば域内市場法に属し、またその中核的原則である自由移動
（基本的自由）
の一角を占める
労働者の自由移動
（ＥＥＣ条約四八条［現ＥＵ運営条約四五条］ ）
は、たしかに当時から、加盟国の社会法制との法的なレ
ベルでの衝突を生じるうものであっ
た
）（（（
（
。もっともそれは、各国社会法制の水準格差というよりは、各加盟国法自体の
差別的な性格を問題とす ものであった。少なくとも当初、労働者の自由移動の本質的 内容は、とりわけ外人法のような、労働者が他 加盟国での職業活動を開始・遂行することを制限する、国籍に基づく差別の禁止だったのである
）（（（
（
。このような意味での労働者の自由移動は、ＥＵの歴史において最も古い労働者の権利であ
り
）（（（
（
、また、
（何がしかの
意味において）
ヨーロッパ労働法の一部とみなされてきた
）（（（
（
。
労働法と域内市場法のより問題をはらんだ交錯を生じるのは、むしろ他の自由移動原則である。とりわけ今日の発
展が示すのは
（本稿冒頭参照）
、企業の権利を保障する、開業の自由と
（ＥＥＣ条約五二条［現ＥＵ運営条約四九条］ ）
サー
ビス提供の自由
（同五九条［同五六条］ ）
が重要性を有するということである。この点、既にＥＥＣの時代のＥＣＪ判
例において、サービス提供の自由が労働法領域に影響を及ぼしう ことが明らかになっていた 一九八一年の
W
ebb
六六四
事
件
）（（（
（
においては、イギリス企業のオランダ国内への労働者派遣が、オランダ法上の事業許可を欠いていた
（イギリス
では取得）
ことを理由に、当該企業の経営者がオランダ国内で刑事告訴された訴訟で、ＥＣＪへの先決裁定の付託が
行われた。そうした追加的な事業許可取得の要求がサービス提供の自由に反するかどうかが問題となったが、その前提として、こうした労働者派遣がＥＥＣ条約六十条
（現ＥＵ運営条約五七条）
に定義付けられるところの「サービス」
にあたるか、すなわちサービス提供の自由規定が適用されるかが問題となった。ＥＣＪは、次のように述べて、適用を肯定し ：ある企業が、自身の労働者を他の企業に派遣する場合、その活動はＥＥＣ条約六〇条にいう「サービス」と解されるべきである〔第九段落〕 。また、一九九〇年の
R
ush P
ortuguesa
事
件
）（（（
（
においては、フランスでの鉄道線路
建設を下請けしたポルトガル企業が自国労働者を当該工事に使用したところ、当時まだ自由移動原則の移行措置 適用されていたポルトガルの労働者の使用はフランス労働法典に違反するとして、フランス当局により特別納付金を求められたことが問題となっ 。本件においても、サービス提供の自由移動規定が適用され、そうし 使用者の自由が侵害されているか され
（第一〇─一九段落参照）
。
ⅱ
　
もっともそこでの本質的な要請というのは、 あくまで、 サービス提供者たる外国企業に対する差別の禁止であっ
た
（
W
ebb
事件第一四段落
; R
ush P
ortuguesa
事件第一二段落）
。要件として差別が求められる限りにおいては、限定的な衝
突可能性しかなく、むしろ労働法と域内市場法というのは基本的に隔たれ 世界であったともいえ
）（（（
（
。
しかし、今日の視点からみて事態を一変させるインパクトを有したのが、ＥＣＪが自由移動原則の内容として差別
禁止だけでなく、いわゆる
（市場参入）
制限禁止のアプローチを導入しだしたことであ
る
）（（（
（
。サービス提供の自由につ
いてこのアプローチを明らかにしている一九九一年
Säger
事件先決裁
定
）（（（
（
によれば、 「たとえ国内のサービス提供者と
六六五
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他の加盟国のサービス提供者の区別なく適用されるものであっても、 他の加盟国に所在し、 そこで合法的に同様のサービスを提供しているサービス提供 活動を禁止し、またはそうでなくても妨げるような
（
liable to/ geeignet ）、すべて
の制限」が禁じられる
（第一二段落）
。このアプローチの意味というのは、要件として間接的な差別さえ必要なくなっ
た点で、自由移動原則の射程を外延が不明確なまでに広げた点にあった。調整は 制限 正当化がこれまでよりも柔軟に認められるところにおいてなされる。なお、サービス提供の自由が場合により物品の自由移動に類似するものであ
り
）（（（
（
、実質的にも人の自由移動に分類される労働者の移動・開業とは異なることに鑑みれば、制限禁止アプローチは
前者にのみ導入されるべきとも考えられ
が
）（（（
（
、ＥＣＪは現在までにすべての自由移動原則についてこのアプローチを
採用するようになってい
）（（（
（
。
ⅲ
　
労働法領域にとってはさらに、この時期に認められた自由移動原則のいわゆる水平的直接効
（ドイツでは第三
者効と呼称されることが多い。以下では私人間効力とする。 ）
が、後になって重要な効果を発揮することになる。まず既に
一九六三年に
V
an G
end en L
oos
事件
）（（（
（
において、物品の自由移動について、国内裁判所で保障される個人の権利を基
礎付ける直接的効力が承認されていた。これを基礎として、現在までに全ての自由移動原則に主観的権利性が与えられるにいたってい
る
）（（（
（
。さらに現在までに、少なくともサービス提供の自由を含めた人の自由移動規定については、私
人間効力を有しうるこ が認められてき
た
）（（（
（
。したがって、自由移動原則に拘束されるのは、必ずしも国家当局だけで
はないということにな 。
そして既にＥＥＣ時代において、労働者の自由移動とサービスの自由移動に関連して、どのような場合にそれが
私人を拘束するのかについての、一つの基準 表明 て た。そ が、一九七四年
W
alrave
事件、一九七六年
六六六
D
onà/M
antero
事件、一九九五年
B
osm
an
事件それぞれのＥＣＪ先決裁定であ
る
）（（（
（
。それらによれば、労働およびサー
ビス提供を集団的に規整する場合には、私人であってもこれらの自由移動原則に拘束される
）（（（
（
。
重要なのは、労働法領域においては、このような集団的規整に労働協約が、また、そうした規整を目指す主体に労
働組合が、それぞれあてはまりうることである。そして実際に、後になって、冒頭に挙げた
V
iking
事件および
L
aval
事件のＥＣＪ先決裁定においてそれが肯定され、労働組合の争議行為が自由移動原則によって制限 こととなった。
（　
現在につながる問題の一端
（労働者国外配置指令）
ところで現在域内市場法との相克関係が問題となっている労働法の領域には、こうした労働基本権領域に加えて、
労働抵触法の領域がある。最後に指摘したいのは、ＥＥＣ時代に認識されていた課題が十分に克服されなかったことが、現在のこの問題に影響を与えていると思わ ることである。すなわち、必要な社会政策固有の立法権限を欠き、基本的にＥＥＣ条約一〇〇条や二三五条といった他の政策領域に関連付けられた全会一致手続に頼らざるをえなかった状況が、労働抵触法 分野での立法の域内市場法的な解釈につながったということである。
ⅰ
　
近年労働抵触法の領域で問題になったのは、いわゆる労働者国外配置指
令
）（（（
（
の解釈である。本指令は、それ自体
としては、一時的に通常 いている国 はない加盟国 おいて、使用者が行うサービス提供の枠組みにおいて働く労働者についての、特別な抵触法規律を設けるものである。冒頭に掲げたＥＣＪ判例のうち、その解釈が問題となったL
aval 事件、
R
üffert
事件、
C
om
m
ission v L
uxem
bourg
事件におけるＥＣＪ判例を背景として、本指令はまさに、現
六六七
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代のＥＵ労働法のホット・イシューの一つとなっている
）（（（
（
。
同指令は、実際には次期のマーストリヒト条約体制下の一九九六年に立法されることとなるが、その淵源はＥＥＣ
時代の議論にさかのぼることが可能である
）（（（
（
。明らかなのは、 前述の一九八九年共同体憲章の実施にかかる行動計画が、
その「移動の自由」の章においてこうした越境的労働者配置への共同体措置を予定していたことである
（
C
O
M
（
（（ ） 
（（（ final, pp. （（
─
（
）（（（
（
（ ）。そして一九九一年になって、欧州委員会は労働者国外配置指令の原案を提出する
（
C
O
M
（
（（ ）
（（0 
final ）。
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本稿での文脈において注目されるべきは、本指令が採用した立法根拠規定である。それは、マーストリヒト条
約体制下での旧ＥＣ条約六六条
（により準用される五七条二項）
に依拠していた
（両規定は現在のＥＵ運営条約六二条、五三
条一項に対応）
。このことが意味するのは、配置指令が、サービス提供を「より容易にする」ものとして立法されたと
いうことである。こうした立法根拠の選択に対しては、もともと批判があっ
た
）（（（
（
。その理由は、配置指令はサービス提
供の自由な移動ではなくて、そうしたサービス提供を行う使用者 労働者との内部関係を規律し ものであ
り
）（（（
（
、
しかも、配置指令は実際には、逆にサービス提供の自由 制限するもの 考えられたことであっ
た
）（（（
（
。批判があったに
も拘わらずこうした立法根拠の選択がなされ のには、これまで説明し きた法状
況
）（（（
（
が背景にある。すなわち、安全
衛生分野を例外とすれば社会政策外の立法根拠に依 せざるをえず
）（（（
（
、 そのうえで全会一致の手続を避けようとすれば、
特定多数決を定めていたこの 規定の利用が有用であっ
た
）（（（
（
。とりわけ、当時のイギリスとポルトガルの態度を
考えれば
）（（（
（
、全会一致を避けることは重要であった。
しかし、全会一致を避けるためにある意味なりふり構わず行われたこうした立法根拠の選択は、後に、同指令の
六六八
域内市場法的、より正確にいえば自由移動原則の枠内での解釈の一因になったように思われる。配置指令の解釈上大きく争われていたのは、それが上限としても働くか、つまり、指令の範囲を超えるところの
（比較的な）
高水準国
法の介入規範
（
E
ingriffsnorm
）（（（
（
）
としての適用を排しているか、ということであっ
た
）（（（
（
。こうした争点の実質的な関心は、
「ソーシャル・ダンピング」として批判されるところの低廉労働力流入を、指令の範囲を超えて行うことができるかどうかということにある。この点ＥＣＪは、配置指令が自由移動原則の一つであるサービス提供の自由を実現することを目的としている して
（
R
üffert
事件先決裁定第三六段）
、指令の上限性を認め、そうした試みを制限し
た
）（（（
（
。こうす
るこ によってＥＣＪは、自由移動原則の解釈に配置指令を組み込んだのであ
る
）（（（
（
。指令の立法根拠がサービス提供の
自由のための規定であった は、このような指令の厳格な解釈
）（（（
（
に好都合であったろう
）（（（
（
。
五
　
結びにかえて
ⅰ
　
以上、ＥＥＣ当時のヨーロッパ労働法の発展を、とりわけ社会政策と域内市場
（共通市場）
との関係に留意し
つつ検討してきた。その発展をみる限り、次のよ なヨーロッパ社会政策
（労働法）
の発展傾向をみてとることがで
きよう。第一に、労働者保護そのものを目的としたヨーロッパ労働法の発生には、当初みられた専ら競争政策的なコンセプトからの脱却が必要であったということである。社会政策的な関連を有する措置が要求あるいは採択された背景には、当初専 競争政策的な動機しかみられなかったところ、とりわけ社会政策行動計画にみられ ような哲学の変化によって、 生活・労働条件の改善そのものに目的をすえ 本来の意味での社会政策が芽を出したのである。 第二に
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そうした哲学を背景として発展させられるべき社会政策には、二つの具体的課題領域が存在したことである。市場統合の社会法にとっての負の側面、すなわち
（その表現の適切さには疑問が残るものの）
「ソーシャル・ダンピング」そし
て加盟国 制・労働条件への下方圧力という懸念に対処するためには、ヨーロッパレベルでの最低基準の定立が重要であった。その めに必要とされたのが、社会政策固有の立法権限の付与と、社会 基本権保障である。前者は、各国国内社会法 接近措置のために必要とされ、実務的にいえば全 一致の脱却が大きな関心であった。しか 加えて、競争政策的動機に縛られずに改善を伴う接近を行えるよ にするために、社会政策固有の立法権限の付与が重要であった。後者においては、共同体 「社会的基盤」としての、基本権保障が求められたのである。
もっともこの二つの課題領域においては、法的にみれば、ほとんど何もなかったといいうるほど限られた進展しか
みられなかったことも指摘されねばな ない。社会政策固有の立法権限につ ては、ただ唯一、ＥＥＣ条約一一八ａ条が安全衛生分野に限ってそれを付与したにとどまる。市場統合という目的 関連付けられた一般的規定に頼らざるをえず、またそれゆえ 全会一致の要求に起因する政策促進の停滞の危険性に甘んじざるをえない状況は、同条以外の分野では変化しなかった。社 的基本権保障について えば、直接的な共同体法上の進展は、まさに何もなかったといってよい。一九八九年共同体憲章のこ 点での意義は、現在まで 発展をみる限りで可能性として承認しうるとすれば、それが法解釈の際の考慮要素とし 登場することぐらいであ
ⅱ
　
また、このＥＥＣの時代に、現代的な問題
（域内市場法と労働法の衝突）
の萌芽もみてとれた。とりわけ、労働
法領域への開業の自由・サービス提供の自由の適用、その市場参入制限禁止アプローチと私人間効力が、
V
iking
事
件を始めとする近時 一連のＥＣＪ判例 基礎となっているが、これら 点について ＥＣＪは既にＥＥＣ当時その
六七〇
基本的立場を明らかにし始めていた。加えて、当時認識されていた課題とこうした現代的問題との関連も、一部確認できた。
（マーストリヒト条約体制にまたがって）
必要な社会政策固有の立法権限を欠いたまま労働者国外配置指令の立
法が行われたことの、同指令の解釈への影響である。全会一致の回避と う実務的な利点を重視して域内市場法上の立法権限に頼っ は その枠内での同指令の解釈を容易にした である。
ⅲ
　
最後に、本稿では十分に触れられなかった問題について若干付言し、結びに代えることとする。既述のとおり
この当時、ヨーロッパレベルで 基本権保障という課題は十分に克服されなかった。その後こうした状況は、基本的には変わらないまま時が経過する。そしてそうした状況下、
V
iking
事件、
L
aval 事件において、自由移動原則を阻害
するものとして、許容できないような方法で労働組合の争議が制限され こと なる。現在ではリスボン条約改正に伴って争議権保障をも含むＥＵ基本権憲章が第一次的ＥＵ法に加えられたとはいえ、それが状況の変化をもたらしたものかは定かでない
）（（（
（
。
この点、ヨーロッパレベルでの集団的労働法のあり方については、既にＥＥＣ当時から議論があった。本稿で触れ
たところでいえば、一九七二年パリでの欧州首脳理事会会談、そしてそ 後の一九七四年の社会政策行動計画によって、経済・社会政策決 への労使の参加および企業・事業所生活における労働者 参加の増大が要求されていたし、一九八九年共同体憲章で 関連する基本権が謳われている
（一一条、一二条、一三条、一七条、一八条参照）
。ドイツに
おいては、ヨーロッパレベルでの事業所共同決定 共同決定、そしてヨーロッパ労働協約制度 必要性が指摘されてい
た
）（（（
（
。現在までに、前二者に関しては、欧州事業所協議会および欧州会社における労働者参加という形での
発展がみられ
た
）（（（
（
。しかし他方で、自治的な労働協約制度は発展することなく、かわりに、コーポラティズムに特徴付
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けられた現行のヨーロッパ「社会対話」制度が構築されることとな
る
）（（（
（
。しかも、社会政策協定以来変わることなく維
持されている賃金、団結権、スト権およびロックアウト権についての共同体／連合の
（少なくとも立法）
権限排除
（Ｅ
Ｕ運営条約一五三条五項）
は、そうした労働協約制度の発展を妨げうる
）（（（
（
。
これらのことから最後に指摘したいのは、こうした発展に、ヨーロッパ
（集団的）
労働法にとっての課題がみてと
れるように思われることである。まず、ドイツ法にひきつけてみれば集団的労働法の三つの要といえる各領域
（協約
自治、事業所共同決定、企業共同決定）
のう
ち
）（（（
（
、概ねＥＵのどの国でも共通して重要性が与えられている協約自治の制
度
）（（（
（
に、とりわけヨーロッパレベルでの欠如が目立つ。たしか 、現行のヨーロッパ社会対話が構築された背景には、もともとヨーロッパレベルでの労働協約制度を目標としていたことが指摘されるものの
）（（（
（
、 結果として構築された制度は、
労使の力関係に特徴付けられるところの協約自治の制度ではなく、むしろ、コーポラティズムに特徴付けら 「新たな 働立法のモデ
ル
）（（（
（
」
ともいうべきものであ
る
）（（（
（
。そしてそのような中で、協約自治モデルを支えるべき争議権保障
については、自由移動原則による制限が加えられることが明らかにされ のである。小稿の被献呈者である毛塚勝利教授 よる概念区分に従え
ば
）（（（
（
、ヨーロッパ集団的労働法には「交渉制民主主義」に根付くたしかなシステムが構築さ
れていない、ともいえるのではなかろうか。もっ もこ 点 さらなる検討 、別稿 ゆだねることとしたい
）（（（
（
。
（
（）「ヨーロッパ労働法」の概念については、それ自体明確化を必要とする（
B
.B
ercusson, E
uropean L
abour L
aw
, （nd ed., 
（00（, pp. （（
─
（（; T
hüsing, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （.A
ufl., （0（（,
§（ R
n. （ ff. 参照） 。多くの場合それは、第一次法および
第二次法からなる今日のＥＵ法上の労働法規律をさす（
T
hüsing, a.a.O
.,
§（ R
n. （ ） 。本稿では、Ｅ （Ｅ） Ｃ法上の問題も含むこ
とを考慮し、 ＥＵ労働法ではなくヨーロッパ労働法という表現を用いることを指摘しておくにとどめる。 なおこうした考慮は、
六七二
本稿での「ヨーロッパ社会政策」という表現にもあてはまる。
（
（）単一欧州議定書一三条により、ＥＥＣ条約八ａ条として導入された域内市場（
internal m
arket/
B
innenm
arkt ）という概
念は、当初から用いられていた共通市場（
com
m
on m
arket/
G
em
einsam
er M
arkt ）と長らく併用して用いられていたが、リ
スボン条約によりそれに完全に置き換わった。両者の関係については、
Schw
arze/H
atje, E
U
 （. A
ufl., A
E
U
V
 A
rt.（（ R
n. （ ff. 
参照。本稿では、両者が入れ替わることができる程度の類似概念であることを指摘しておけば足りよう。
（
（）今日にいたるまで、テキスト・コンメンタールのヨーロッパ労働法あるいは社会政策への導入部分において、おおむね共通して経済政策・経済法との関係性が語られることが、こうした課題の一貫性の証左であろう。ヨーロッパ労働法についての例と 、
B
. B
ercusson, cited above （n. （ ）, pp. （
─
（; C
. B
arnard, E
U
 E
m
ploym
ent L
aw
, （th ed., （0（（, pp. （（
─
（（ 参照。ヨー
ロッパ社会政策については、ドイツ は社会政策の「位置価値
 （
Stellenw
ert ） 」というテーマのもとそれが語られる。例と
して、
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （ ff.; H
anau/Steinm
eyer/W
ank/Steinm
eyer, 
H
andbuch des europäischen A
rbeits- und Sozialrecht, （00（,
§（（ R
n. （ ff.  参照。ＥＥＣ時代に経済政策と社会政策との関係
性を論じたものとして、
K
rebsbach, E
uropäische Sozialpolitik - H
em
m
schuh der Integration?, （（（（
参照。
（
（）恒川謙司『ソーシャル・ヨーロッパの建設』 （日本労働研究機構、一九九二年） 、荒木尚志「ＥＵの労使関係と労働法制」連合総研編『参加・発言型産業社会の実現に向けて』 （連合総研、 一九九七年）二九六頁、 濱口桂一郎『ＥＵ労働法の形成』 （日本労働研究機構、 一九九八年） 。また、 二〇〇六年発行のものとし 佐藤進『ＥＵ社会政策の展開』 （法律文化社、 二〇〇六年）があるが、本書もまた、基本的に一九九〇年代までの動向を追ったものである。
（
（）
C
ase C
─
（（（/0（, judgm
ent of （（. （（. （00（ E
C
R
 I
─
（0（（（.  同事件については、橋本陽子「労働組合の争議権と会社設立の自
由の調和」貿易と関税二〇〇八年九月号七〇頁を されたい。
（
（）
C
ase C
─
（（（/0（, judgm
ent of （（. （（. （00（ E
C
R
 I
─
（（（（（.  同事件については、
 黒岩容子「労働組合活動の権利と企業活動の
自由の衝突」労働法律旬報一七二二号（二〇一〇年六月）二一頁を参照されたい。
（
（）
C
ase C
─
（（（/0（, judgm
ent of （. （. （00（ E
C
R
 I
─
（（（（.  同事件については、橋本陽子「最低賃金に関するドイツの法改正と
協約遵守法に関する欧州司法裁判所の判断」学習院大学法学会雑誌四五巻一号（二〇〇九年九月）一頁、一九頁以下を参照されたい。
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（
（）
C
ase C
─
（（（/0（, judgm
ent of （（. （. （00（ E
C
R
 I
─
（（（（.  同事件については、拙稿「サービスの自由移動原則と国内労働法優
先主義との衝突
 」労働法律旬報一七四〇号（二〇一一年三月）二四頁を参照されたい。
（
（）
C
ase C
─
（（（/0（, judgm
ent of （（ July （0（0 E
C
R
 I
─
（0（（.  同事件については、拙稿「ＥＵにおける国際的経済活動の自由と
団体交渉権の調和」労働法律旬報一八〇〇号（二〇一三年九月）三〇頁を参照されたい。
（
（0）
Schw
arze/R
ebhahb/R
einer, E
U
 （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt.（（（ R
n. （ 参照。
（
（（）
T
hüsing, a.a.O
. （F
n. （ ）, 
§（ R
n. （ 参照。
（
（（）
C
alliess/R
uffert/K
rebber. E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
rt. （（（ A
E
U
V
 R
n. （ 参照。
（
（（）
Streinz, E
uroparecht （.A
ufl., （0（（, R
n. （（（（ 参照。
（
（（）
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, pp. （
─
（ 参照。
（
（（）
C
.B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. （; H
enssler/B
raun/H
enssler, A
rbeitsrecht in E
uropa, （. A
ufl., （0（（, E
urop. A
rbeitsrecht 
R
n. （; Joussen, Z
IA
S （000, S. （（（, （（（; Schulte, in: K
aelble/Schm
id （
H
rsg. ）, D
as europäische Sozialm
odell, （00（, S. （（, （（; 
T
hüsing, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（ R
n. （（; W
ank, R
dA
 （（（（, S. （0, （（ f.  参照。活動領域や権限条項において大きな限界を見出さず
（
K
rebsbach, a.a.O
. （
F
n. （ ）, S. （（ ff., 要約は
（（ ff. ） 、当初の実際の政策の動きないし解釈による政策実行の実情として、社会
政策の経済政策への附合性をみとめるものとして、
D
ers., a.a.O
. （F
n. （ ）, S. （（（.  参照。
（
（（）欧州石炭鉄鋼共同体における状況については、
B
. B
ercusson, citede above （
n. （ ）, pp. （0（
─
（0（
を、欧州原子力共同体にお
ける状況も加えた記述としては、
T
hüsing, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（ R
n. （（
を参照されたい。
（
（（）欧州社会基金の設立が三条（ｉ）に明記されていたにとどまる。
（
（（）ＥＥＣ条約一一八条の限界について、判例を含め、
C
. B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. （
参照。また、欧州委員会による労
使代表との協議でさえ困難に直面したことについて、
B
. B
ercusson, cited above （n. （ ）, pp. （0（
─
（0（
参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （
参照。また、
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （
も参照。
（
（0）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （
参照。また、
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （
も参照。
（
（（）
B
.B
ercusson, cited above （n. （ ）, p. （0（; C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （; H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （
参照。
新自由主義という表現を用いないもの 、
C
. B
arnard, in: M
arc D
e V
os （
ed. ）, E
uropean U
nion Internal M
arket and L
abour 
六七四
L
aw
, （00（, p. （（, at （（
─
（0; Schw
arze/R
ebhahn/R
einer, E
U
 （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （; W
ank, R
dA
 （（（（, S. （0, （（
参照。
なお、こうした考えの背景にはまた、いわゆるスパーク報告とオーリン報告の影響も指摘されるべきであるが、この点は
さしあたり、
B
.B
ercusson, cited above （n. （ ）, p. （0（; C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, pp. （
─
（
を参照されたい。
（
（（）
Schnorr, R
dA
 （（（（, S. （（（, （（（.
（
（（）条約上の手続として想定されたのは、 当時のＥＥＣ条約四八条から五一条、 一一八条、 そして一二三条から百二十八条であり、法制の接近について想定されたのは、ＥＥＣ条約一〇〇条から一〇二条であった（
W
ohlfarth/E
verling/G
laesner/Sprung, 
D
ie E
uropäische W
irtschaftsgem
einschaft, （（（0, A
rt.（（（ R
n. （
参照） 。 この点たしかに一一八条は狭義の社会政策に属するが、
その限界について前掲注 （
（（） 参照。
（
（（）一一七条の規定内容に新自由主義的考え方の勝利をみるものとして、
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （
参照。
（
（（）条約全体のコンセプトと狭義の社会政策の章の間の矛盾的状況を、条約交渉の政治的結果としてしか説明できないとするものとして、
W
ohlfarth/E
verling/G
laesner/Sprung, a.a.O
. （F
n. （（ ）, V
orb. V
or A
rt. （（（, R
n. （
参照。
（
（（）この点については、
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, pp.  （
─
（; Joussen, Z
IA
S （000, S. （（（, （（（; W
ohlfarth/E
verling
/
G
laesner/ 
Sprung, a.a.O
. （F
n. （（ ）, A
rt. （（（ R
n. （ （
i. V
. m
. V
orb. V
or A
rt. （（（, R
n. （, （ ff. ）参照。
（
（（）
Schnorr, R
dA
 （（（（, S. （（（, （（（
参照。
（
（（）
F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （. A
ufl., （0（0, S. （
参照。
（
（（）
W
ohlfarth/E
verling/G
laesner/Sprung, a.a.O
. （F
n. （（ ）, A
rt. （（（ R
n. （
参照。
（
（0）
Schulte, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, （（; T
hüsing, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（ R
n. （（ f. 参照。男女同一賃金原則導入の意図に関しては、濱口・前
掲注 （
（） の一八一頁も参照。こうした性格は、後述の
D
efrenne
第二事件先決裁定でも部分的に認められる。
（
（（）例えば四九条に基づくものとして、
R
egulation （
E
E
C
） N
o （（（（/（（ of the C
ouncil of （（ O
ctober （（（（ on freedom
 of m
ovem
ent 
for w
orkers w
ithin the C
om
m
unity （
O
J L
 （（（, p. （ ［
E
nglish special edition: Series I V
ol. （（（（ （
II ）, p. （（（ ］ ）や、
 C
ouncil 
D
irectiv
e （（/（（0/E
E
C
 of （（ O
ctob
er （（（（ on
 th
e ab
olition
 of restriction
s on
 m
ov
em
en
t an
d
 resid
en
ce w
ith
in
 th
e 
C
om
m
unity for w
orkers of M
em
ber States and their fam
ilies （O
J L
 （（（, p. （（ ［
E
nglish special edition: Series I V
ol.（（（（ （II ）, 
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p. （（（ ］ ）がある。
（
（（）
T
hüsing, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（ R
n. （（ 参照。労働者の自由移動の発生史については、
F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches 
A
rbeitsrecht, （. A
ufl., （0（0, S. （ ff. 参照。元々のコンセプトは、生産要素としての労働力の、失業率の高いあるいは低賃金
の地から失業率の低いあるいは高賃金の地への移動を促し、いわば適材適所を実現することであった（この点、
C
. B
arnard, 
cited above （
n. （ ）, p. （（（; F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （. A
ufl., （0（0, S. （（ f. も参照） 。もっとも経済
政策的な側面と社会政策的な側面の重なり合いについて、
B
. B
ercusson, cited above （n. （ ）, pp. （（
─
（（ 参照。
（
（（）
R
egulation （
E
E
C
） N
o （（（/（（ of the C
ouncil of （（ M
arch （（（（ on the harm
onisation of certain social legislation relating 
to road transport （
O
J （
（（ ） L
 （（/（（ ［
E
nglish SE
: Series I V
ol. （（（（ （
I ）, p. （（0 ］ ）および
R
egulation （
E
E
C
） N
o （（（（/（0 of the 
C
ouncil of （0 July （（（0 on the introduction of recording equipm
ent in road transport （O
J （（0 ） L
 （（（/（ ［E
nglish SE
: Series I 
V
ol.（（（0 （II ）, p. （（（ ］ ）
.
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （
参照。
（
（（）
B
. B
ercusson, cited above （
n. （ ）, p. （0（; C
. B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. （; Scw
arze/R
ebhahn/R
einer, E
U
 （. A
ufl., （0（（, 
A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （ 参照。
（
（（）例えば、
B
.B
ercusson, cited above （n. （ ）, p. （0（ は、これを躍進のきっかけ（
breakthrough ）としている。
（
（（）声明は、一九七四年一月二一日の社会政策行動プログラムに関する閣僚理事会決議においてくりかえされている（
O
J （
（（ ） 
C
 （（/（ （at （ ） ） 。
（
（（）
O
J （（（ ） C
 （（/（.
（
（（）個別の内容については 恒川・前掲注
（） の二六頁を参照されたい。
（
（0）以上、
O
J （（（ ） C
 （（/（, at （
─
（.
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（ 参照。
（
（（）
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
rt. （（（ A
E
U
V
 R
n. （ 参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （ 参照。
（
（（）この点、
B
. B
ercusson, cited above （n. （ ）, pp. （0（
─
（0（ も、引用を含め参考になる。
六七六
（
（（）
H
enssler/B
raun/H
enssler, A
rbeitsrecht in E
uropa, （. A
ufl., （0（（, E
urop. A
rbeitsrecht R
n. （ 参照。
（
（（）
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （ 参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （0 参照。
（
（（）
O
J （（（0 C
 （（（, p. （.
（
（（）特に、
T
egtm
eier/W
einstock, E
uropa-A
rchiv （（（（, S.（0（, （0（; W
einstock in: D
äubler, Sozialstaat E
G
? D
ie andere D
im
ension 
des B
innenm
arktes, （（（（, S.（（, （0 参照。また、
von A
lvensleben, D
ie R
echte der A
rbeitnehm
er bei B
etriebsübergang im
 
E
uropäischen G
em
einschaftsrecht, （（（（, S. （（; B
alze, D
ie sozialpolitischen K
om
petenzen der E
uropäischen U
nion, （（（（, S. 
（（
参照。
（
（0）この点については、さしあたり中西優美子『ＥＵ法』 （新世社、二〇一二年）九八─一〇〇頁を参照されたい。
（
（（）
O
J （（（ ） C
 （（, p. （ （at （ ）.
（
（（）
Schw
arze/G
eiss, E
U
 （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （（; ders., E
U
 （.A
ufl., （00（, E
G
V
 A
rt. （0（ R
n. （（ f.; W
ohlfarth/E
verling/ 
G
laesner/Sprung, a.a.O
. （F
n. （（ ）, A
rt. （（（ R
n. （ （
i.V
.m
. A
rt.（ R
n. （ ）参照。
（
（（）
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （（  参照。
（
（（）この点については、さしあたり中西・前掲注 （
（0） の一〇〇─一〇二頁を参照されたい。なお、同条については、現在のＥ
Ｕ運営条約一一五条にいたっても共通市場（現在は域内市場）との関連付けを保っている。
（
（（）
K
onzen, in: D
örr/D
reher （H
rsg. ）, E
uropa als R
echtsgem
einschaft, （（（（, S.（（, （（ f. 参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（, （（ f. 参照。
（
（（）
C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ F
ebruary （（（（ on the approxim
ation of the law
s of the M
em
ber States relating to 
collective redundancies, O
J （
（（ ） L
 （（/（（; C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ F
ebruary （（（（ on the approxim
ation of the 
law
s of the M
em
ber States relating to the safeguarding of em
ployees ’ rights in the event of transfers of undertakings, 
businesses or parts of businesses, O
J （（（ ） L
 （（/（（; C
ouncil D
irective （0/（（（/E
E
C
 of （0 O
ctober （（（0 on the approxim
ation 
of the law
s of the M
em
ber States relating to the protection of em
ployees in the even of the insolvency of their em
ployer, 
O
J （（0 ） L
 （（（/（（.
六七七
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（
（（）
C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ July （（（（ on the approxim
ation of the law
s, regulations and adm
inistrative provisions 
of the M
em
ber States relating to the provision of safety signs at places of w
ork, O
J （
（（ ） L
 （（（/（（; C
ouncil D
irective 
（（/（（0/E
E
C
 on the approxim
ation of the law
s, regulations and adm
inistrative provisions of the M
em
ber States on the 
protection of the health of w
orkers exposed to vinyl chloride m
onom
er, O
J （
（（ ） L
 （（（/（（; C
ouncil D
irective （0/（（0（/E
E
C
 
of （（ N
ovem
ber （（（0 on the protection of w
orkers from
 the risks related to exposure to chem
ical, physical and biological 
agents at w
ork, O
J （（0 ） L
 （（（/（. 最後の有害物質からの保護に関しては、その後八八年に改正されている（
O
J （（（ ） L
 （（（/（（ ）
が、それまでに、さらなる個別の指令が制定されることによって拡充もなされている。それが、指令八〇／一一〇七の八条に基づく八二年第一個別指令（
O
J （
（（ ） L
 （（（/（（ ）
; 同
 八三年第二個別指令（
O
J L
 （（（/（（ ）
; 職場での騒音からの保護に関す
る指令八六／一八八（
O
J （（（ ） L
 （（（/（（ ）である。
（
（（）
C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （0 F
ebruary （（（（ on the approxim
ation of the law
s of the M
em
ber States relating 
to the application of the principle of equal pay for m
en and w
om
en （
O
J （
（（ ） L
 （（/（（ ）; C
ouncil D
irective （（/（0（/E
E
C
 of 
（ F
ebruary （（（（ on the im
plem
entation of the principle of equal treatm
ent for m
en and w
om
en as regards access to 
em
ploym
ent, vocational training and prom
otion, and w
orking conditions （
O
J L
 （
（（ ） （（/（0 ）; C
ouncil D
irective （（/（/E
E
C
 of 
（（ D
ecem
ber （（（（ on the progressive im
plem
entation of the principle of equal treatm
ent for m
en and w
om
en in m
atters 
of social security （
O
J （
（（ ） L
 （/（（ ）; C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ July （（（（ on the im
plem
entation of the principle of 
equal treatm
ent for m
en and w
om
en in occupational social security schem
es （
O
J （（（ ） L
 （（（/（0 ）; C
ouncil D
irective （（/（（（/
E
E
C
 of （（ D
ecem
ber （（（（ on the application of the principle of equal treatm
ent betw
een m
en and w
om
en engaged in 
an activity, including agriculture, in a self-em
ployed capacity, and on the protection of self-em
ployed w
om
en during 
pregnancy and m
otherhood （O
J （（（ ） L
 （（（/（（ ）.
（
（0）それぞれの指令の備考部（前文）を参照。
（
（（）
E
C
J Judgm
ent of （. （. （（（（, C
ase （（/（（, E
C
R
 （（（.  同事件の事案の概要・判旨については、中村民雄「ＥＣ条約規定の水
平的直接効果と男女労働者の同一賃金原則」同＝須網隆夫編『ＥＵ法基本判例集［第二版］ 』 （日本評論社、二〇一〇年）四三頁参照。
六七八
（
（（）
E
C
J Judgm
ent of （. （. （（（（, C
ase （（/（（, E
C
R
 （（（ （at （（（
─
（（（ ）参照。
（
（（）
B
.B
ercusson, cited above （
n. （ ）, pp. （
─
（; C
. B
arnard, citede above （
n. （（ ）, at （（; H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（（ R
n. 
（（
参照。なおその後、ＥＥＣ条約一一九条（現ＥＵ運営条約一五七条）が第一義的には社会政策的なものとして解釈される
ようになったことを指摘するものとして、
B
. B
ercusson, cited above （n. （ ）, p. （ 参照。
（
（（）それぞれの指令の備考部（前文）を参照。単に規制格差をなくすということであれば、既に高いレベルの労働者保護を提供している加盟国に対して、現状よりも水準を引き上げない、もっといえば引き下げることを求めるという方向性も、理論的にはありうる。この点については後述。
（
（（）指令七五／一二九／ＥＥＣ 五条、指令七七／一八七／ＥＥＣの七条、指令八〇／九八七／ＥＥＣの九条。
（
（（）さしあたり、
Joussen, Z
IA
S （000, S. （（（, （0（ 参照。
（
（（）
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （ 参照。
（
（（）複雑な構造を有する企業とりわけ多国籍企業における労働者への情報提供および意見聴取に関しての提案（
P
roposal for a 
C
ouncil directive on procedures for inform
ing and consulting the em
ployees of undertakings w
ith com
plex structures, in 
particular transnational undertakings, C
O
M
 （（0 ） （（（ final ［八三年に修正提案：
C
O
M
 （
（（ ） （（（ final ］ ） 。また、非典型労働に
関しての諸提案がある（
P
roposal for a C
ouncil D
irective on voluntary part-tim
e w
ork, C
O
M
 （（（ ） （（（ final ［八二年に修正提
案（
C
O
M
 （
（（ ） （（0 final ） ］
; P
roposal for a C
ouncil D
irective concerning tem
porary w
ork, C
O
M
 （
（（ ） （（（ final ［一九八四年に
タイトルの変更を伴って修正提案：
A
m
endm
ents to the proposal for a C
ouncil D
irective concerning the supply of w
orkers 
by tem
porary em
ploym
ent businesses and fixed-duration contracts of em
ploym
ent, C
O
M
 （（（ ） （（（ final ］ 。それぞれ、濱口・
前掲注 （
（） の五六頁以下、および、一三四頁以下に詳しい。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（0）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（ R
n. （（0
参照。
（
（（）
T
hüsing, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（ R
n. （（
参照。
（
（（）
B
. B
ercusson, cited above （
n. （ ）, pp. （（0
─
（（（; C
. B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. （
─
（0;  濱口・前掲注 （
（） の一三頁以下参
照。もっともこの時期、イギリスで サッチャー保守党政権誕生後に、社会政策立法が全く実 されなかったというわけで
六七九
ヨーロッパ労働法研究序説（山本）
はない。安全衛生、男女平等の分野では共同体立法がみられた。この点の説明としては、
C
. B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. 
（0 （n. （0 thereof ）を参照されたい。
（
（（）
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （ 参照。
（
（（）大量解雇に関する指令七五／一二九／ＥＥＣを例にとりながら、この時期の接近措置の競争政策的な性格を指摘するものとして、
F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （. A
ufl., （0（0, S. （0 f. 参照。さらなる例を含む説明として、
F
uchs, in: Schuster （H
rsg. ）, D
ie U
nternehm
ung im
 internationalen W
ettbew
erb, （（（（, S. （（, （（ ff. 参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。また、後述の
C
om
pleting the Internal M
arket: W
hite P
aper from
 the 
C
om
m
ission to the E
uropean C
ouncil, C
O
M
 （（（ ） （（0 final, paras. （
─
（ も参照。
（
（（）法的には拘束力のない、いわゆる「ルクセンブルクの妥協」 （一九六六年）によって、加盟国が「非常に重要な利益」を主張した場合、条約上特定多数決が可能 場合でも、全会一致によることが合意されていた（
B
ergm
ann/P
iepenschneider, 
H
abdlexikon der E
U
, （.A
ufl., S.（（（ ff. ［L
uxem
burger V
ereinbarung ］参照） 。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（）環境保護につき、
Schw
arze/K
äller, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （
参照。
（
（0）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。この点、中西・前掲注 （
（0） の九九頁以下も参照。
（
（（）条約上の根拠が疑わしい社会政策立法は、その法的拘束力に疑問を生じさせるし、共同体の民主的正当性の観点からも問題だからである。批判的見解として
K
onzen, a.a.O
. （F
n. （（ ）, （（ f. 参照。
（
（（）
C
om
pleting the Internal M
arket: W
hite P
aper from
 the C
om
m
ission to the E
uropean C
ouncil, C
O
M
 （（（ ） （（0 final.
（
（（）それ以前の改正議論、政治統合も含めた統合を目指した欧州議会 よる改正案の挫折については、
B
alze, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, S. 
（（ f. 参照。
（
（（）
C
O
M
 （（（ ） （（0 final, para. （.
（
（（）
C
O
M
 （（（ ） （（0 final, paras. （
─
（, （（
参照。また、
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（. 参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
六八〇
（
（（）
C
O
M
 （（（ ） （（0 final, para. （.
（
（（）
C
O
M
 （（（ ） （（0 final, para. （0.
（
（（）
C
O
M
 （（（ ） （（0 final, para. （（.
（
（0）
C
O
M
 （（（ ） （（0 final, para. （0.
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（）ここで紹介するもののほかに、例えば、単一欧州議定書一六条三項により改正されたＥＥＣ条約五九条第二段落、また、単一欧州議定書一六条四項により改正されたＥＥＣ条約七〇条一項などがある。
（
（（）一九九二年七月欧州評議会意見による言及（
O
J ［（（（（ ］ C
 （（（, p. （（ （
at （（ ） ） 。
（
（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（）
O
pperm
ann/C
lassen, N
JW
 （（（（, S. （, （
参照。
（
（（）また、単一欧州議定書二二条によりＥＥＣ条約一三〇ａ条に、地域的な発展の不均衡を減らすための経済的・社会的結合という目的が付加されたが、こうした政策領域の妥協的性格について、
L
einem
ann/H
einze, K
asseler H
andbuch zum
 
A
rbeitsrecht, B
d.（, （.A
ufl., （000, （（ E
uroparecht R
n. （
を参照。
（
（（）本条の発生史、意義、限界については、
B
alze, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, S.（（（ ff. 参照。本条が現在の「社会対話」の法的枠組みに発
展するまでには、マーストリヒト条約改正時の社会政策協定まで時間を要した。なお、社会対話はわが国では「労使対話」と訳され こともあるが、そうした表現 示すよりも多義的なものである。と うのも、社 といった場合、現行のＥＵ法の仕組みが示すように、労使間の対話（二者間対話）に加えて、ＥＵ諸機関といった公的機関も含めた三者間対話も含意されるからである（
B
.B
ercusson, cited above （
n. （ ）, p. （（（; B
ergm
ann/K
alb, H
andlexikon der E
U
, （.A
ufl., （0（（, S. （（（ 
［
Sozialer D
ialog ］参照） 。共同体、連合法上の「社会対話」の特質につき、後掲注 （
（（（） も参照。
（
（00）同条の採択までの経緯については、
B
alze, a.a.O
. （F
n. （（ ）, S.（（ ff. 参照。
（
（0（）なお、より厳格あるいは有利な国内措置を妨げない旨の規定と、最低基準性 要求の重なり合いについて、
Schw
arze/
六八一
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R
ebhahn/R
einer, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （（, （（
参照。
（
（0（）
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （（
参照。
（
（0（）労働時間にまで対象を広げた点で問題があったことについては、濱口・前掲注 （
（） の一一四頁以下参照。
（
（0（）一一八ａ条に基づく安全衛生分野の発展については、濱口・前掲注 （
（） の九七頁以下が詳しい。
（
（0（）この意味で、 ＥＥＣ条約一一八ａ条三項が第二次法に前身を有し いたと指摘するものとして、
B
alze, a.a.O
. （
F
n. （（ ）
, S.（（
参照。
（
（0（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（0（）
Steinm
eyer, Z
IA
S （（（（, S.（0（, （（（
参照。
（
（0（）
Schw
arze/R
ebhahn/R
einer, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （（
参照。
（
（0（）
B
alze, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, S. （（
参照。なお、統一的労働法を導入する必要は、抵触法の統一によって低減される（
Schw
arze/
R
ebhahn/R
einer, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （
参照） 。
（
（（0）これを重要な思考方法の変化とするものとして、
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （（
参照。
（
（（（）指令七七／五七六／ＥＥＣ、指令七八／六一〇／ＥＥＣ、指令八〇／一一〇七／ＥＥＣそれぞれの備考部（前文）参照。
（
（（（）
B
irk, R
dA
 （（（（, S. （（, （0ff.; Joussen, Z
IA
S （000, S. （（（, （0（
参照。
（
（（（）
C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ June （（（（ on the introduction of m
easures to encourage im
provem
ent in the safety 
and health of w
orkers at w
ork （O
J （（（ ） L
 （（（/（. 本指令については、濱口・前掲注 （
（） の九八頁以下が詳しい。
（
（（（）指令の備考部 前文）参照。
（
（（（）そうした評価を下すものとして、
B
alze, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, S. （00
参照。それでも、こうした考慮の重点は、 「安全衛生を犠牲
にする」ことへの懸念にあるように思われるが。
（
（（（）指令の備考部（前文）参照。
（
（（（）
B
alze, a.a.O
. （F
n. （（ ）, S. （（（
参照。
（
（（（）
Schw
arze/H
errnfeld, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （（
参照。もっとも、労働者の自由移動の実現のために必要な
措置（指令あるいは規則の制定）については、単一欧州議定書六条三項により改正されたＥＥＣ条約四九条に基づけば、特
六八二
定多数決による採択が可能になっていた。
（
（（（）
G
roeben/Schw
arze/P
ipkorn/B
ardenhew
er-R
ating/T
aschner, K
om
m
entar zum
 E
U
-/E
G
-V
ertrag, （.A
ufl., （00（, E
G
 A
rt. （（ 
R
n. （（
参照。一方では、いったいどの程度労働法によって経済・社会政策的な目的を実現しうるか、また、どの程度団結を
含めた当事者の自治 労働関係の形成をゆだねることができるかという問題があり、他方で、社会保障財政のあり方、労働者のた の社会保障網の形成にあたっての公的部門と使用者の義務のあり方の問題があるが、双方において、加盟国の法秩序のあり方は（今でもそうであるように）非常に異なっていたことが、背景として指摘される。
（
（（0）
B
alze, a.a.O
. （F
n. （（ ）, S.（（（; B
.B
ercusson, cited above （n. （ ）, p. （（（
参照。
（
（（（）この点、
B
. B
ercusson, cited above （n. （ ）, pp. （（（
─
（（（; G
roeben/Schw
arze/P
ipkorn/B
ardenhew
er-R
ating/T
aschner, K
om
m
entar 
zum
 E
U
-/E
G
-V
ertrag, （.A
ufl., （00（, E
G
 A
rt. （（ R
n. （（ ff.; Schw
arze/H
errnfeld, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （（ 参
照。
（
（（（）
B
.B
ercusson, cited above （
n. （ ）, p. （（（
参照。ただし、社会政策にとって意味のある指令が同条に基づいて立法されたとす
るものとして、
B
alze, a.a.O
 （
F
n. （（ ）, S. （（（ ff. 参照。もっとも、特定多数に基づく社会政策立法権限がその後の展開で拡大さ
れていくに伴っ そうした一般的な権限に頼る必要がなくなっていったことには留意 必要である。
（
（（（）
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （（
参照。
（
（（（）
V
on M
aydell, in: ders., Soziale R
echte in der E
G
, （（（0, S. （（（, （（（
参照。
 
（
（（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（; Steinm
eyer, Z
IA
S （（（（, S. （0（, （（（
参照。
（
（（（）
D
äubler, in: D
äubler, Sozialstaat E
G
?, （（（（, S.（（, （（ ff. 参照。それによって、協約からの逃避も行われうる。
（
（（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。また、共通市場概念が当初からいわゆる比較コスト優位（
kom
parativer 
K
ostenvorteil ）の考え方に基づいていたことについて、
D
auses/M
üller-G
raff, E
U
-W
irtschaftsrecht, A
.I. E
L
 （（, （0（（, R
n. （（（
を参照。
（
（（（）そうしたものとして、
Jacobi, D
ie M
itbestim
m
ung （（（（, S. （0（, （（0 f. 参照。当時の議論につき、
D
äubler, a.a.O
. （
F
n. （（（ ）, 
（（ ff. 参照。他方、域内市場のもたらす積極的な効果を強調しつつ、労働組合側で行われていた「ソーシャル・ダンピング」
に焦点をあてた議論に批判的な論を展開したと理解できるものとして、
B
usch, D
ie M
itbestim
m
ung （（（（, S.（（（, （（（ ff. 参照。
六八三
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もっとも、 いわゆる越境的労働者配置 （
posting of w
orkers / A
rbeitnehm
erentsendung ） の領域で今日加えられている 「ソー
シャル・ダンピング」という批判においては、むしろ、ラディカルな形での「低廉労働力」の流入が問題とされている点で、ここでの議論とは焦点が異なるように思われる。越境的労働者配置による低廉労働力流入の問題については、拙稿「ＥＵ経済統合にみる労働抵触法の新た 課題」季刊労働法二四三号（二〇一三年一二月）八八頁（訂正情報 き、
w
w
w
.roudou-
kk.co.jp/archives/（0（（/（（/post_（（（.htm
l ：二〇一四年五月三〇日確認）を参照されたい。
（
（（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。こうした表現の問題性が今日の越境的労働者配置にまつわる議論にも共
通することについては、拙稿・前掲注 （
（（（） の八九頁（特にその脚注
（）参照。
（
（（0）とりわけ、企業の競争力は（個別的ではなく全体的な）社会的コストを含めたさまざまな要因によって決まること、また、決定的なのは労働生産性に左右されるところの単位労働コストであるということが、指摘されるべきであろう（
D
äubler, 
a.a.O
. （
F
n. （（（ ）, （（ f.; H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（; Steinm
eyer, Z
IA
S （（（（, S.（0（, （（（
参照） 。また、高水準国
とされる国への影響のほか 、低水準国とされる国への影響の検討も忘 られるべきではない（この点、
D
äubler, a.a.O
. （
F
n. 
（（（ ）, （（ f.;H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照） 。
（
（（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （
F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（ f. 参照。特定部門について、 「ソーシャル・ダンピング」の危険を認めるもの
として、
D
äubler, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（ ff. 参照。
（
（（（）そのような懸念を表明したものとして、
Jacobi, D
ie M
itbestim
m
ung （（（（, S. （0（, （0（ ff. 参照。
（
（（（）
V
on M
aydell, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（（
参照。
（
（（（）
V
on M
aydell, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（（ ff. 参照。加えて、人の自由移動が社会法制によって妨げられないことも含まれうる。
（
（（（）前史としては、
D
äubler, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（ ff.; H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （0 ff. 参照。
（
（（（）
C
O
M
 SE
C
 （（（ ） （（（（ final.
（
（（（）
D
äubler, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（ f.
（
（（（）労働者の社会的基本権に関する一九八九年共同体憲章にいたるまでの経緯について、より詳しくは、恒川・前掲注 （
（） の
五一頁以下、また、
von M
aydell, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（（ ff. を参照されたい。
（
（（（）
SN
 （（（（/（/（（. これは、 首脳理事会として初めて、 域内市場の社会的側面というテーマに明示的に触れたものとされる （
H
SW
/
六八四
Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照） 。
（
（（0）詳しくは、恒川・前掲注 （
（） の六七頁以下、また、
von M
aydell, a.a.O
. （
F
n. （（（ ）, （（（ ff. を参照されたい。本憲章につ
いては、
C
om
m
ission of the E
uropean C
om
m
unities, C
om
m
unity C
harter of the F
undam
ental Social R
ights of W
orkers, 
L
uxem
bourg （（（0
に全文が公刊されている。また全訳したものとして、恒川・前掲注 （
（） の二一六頁以下を参照されたい。
なお、同憲章は「 （共同体）社会憲章」としても呼ばれるが、一九六一年の欧州社会憲章との区別を考えるとミスリーディング ものであり（
B
ergm
ann/M
argedant, H
andlexikon der E
uropäischen U
nion, （.A
ufl., （0（（, S. （（（ ［G
em
einschaftscharta 
der Sozialen G
rundrechte ］も参照） 、本稿では「一九八九年共同体憲章」とする。
（
（（（）前掲注 （
（（（） 参照。
（
（（（）
SN
 （（（/（/（（. 欧州首脳理事会はその中で、 「単一議定書の実施」と題した中の二つ目の項目として「社会的側面」を設け、
社会的側面の重要性、 それと社会的基本権との関連性を示している（
at （
─
（ ） 。この点、
von M
aydell, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（（ f. も
参照されたい。
（
（（（）この点、英語では
consolidate 、ドイツ語では
festschreiben
という語があてられている。
（
（（（）
V
on M
aydell, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（（
参照。
（
（（（）
C
. B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. （（; G
rabitz/H
ilf/N
ettesheim
/L
angenfeld/B
enecke, D
as R
echt der E
U
, E
L
 （（, （0（（, A
E
U
V
 
A
rt.（（（ R
n. （（ ; W
lotzke, N
Z
A
 （（（0, S. （（（, （（（
参照。
（
（（（）
W
lotzke, N
Z
A
 （（（0, S. （（（, （（（
参照。
（
（（（）
K
onzen, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, （（; W
ank, R
dA
 （（（（, S. （0, （（
参照。もっとも、一九八九年共同体憲章に全く法的拘束力が無いと
するのを適切でないとし、憲章を法的拘束力のある「評価規範」を規定するものとして位置付け 見解もある（
L
einem
ann/
H
einze, K
asseler H
andbuch zum
 A
rbeitsrecht, B
d.（, （.A
ufl., （000,
§（（ E
uroparecht R
n. （ ） 。少なくとも現行法上は、Ｅ
Ｕ運営条約一五一条に参照されていること 理由に、解釈の際に考慮される可能性はあ （
G
rabitz/H
ilf/N
ettesheim
/
L
angenfeld/B
enecke, D
as R
echt der E
U
, E
L
 （（, （0（（, A
E
U
V
 A
rt.（（（ R
n. （（; また既にそれ以前にあった発展について
W
ank, 
a.a.O
., （（ f. 参照） 。
（
（（（）
B
. B
ercusson, M
od.L
.R
ev., V
ol. （（, （（（0, p. （（（ （
at （（（
─
（（（ ）; B
alze, a.a.O
. （F
n. （（ ）, S.（（（
参照。
六八五
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（
（（（）欧州委員会のイニシアティブに期待して、
（（（（
年共同体憲章に政治的意義を見出すものとして、
 a.a.O
. （F
n. （（（ ）, （（（ f. 参照。
（
（（0）
C
O
M
 （（（ ） （（（ final.
（
（（（）また、後の労働者国外配置指令のように、計画段階では「共同体措置」とだけされ、その種類が明示されなかったものの、実際には法的拘束力のある立法として実施されたものもある。もっとも、一九八九年基本権憲章自体は労働基本権を含んでいるにも拘わらず、それが立法には反映されなかったこと、また、行動計画はたしかに労働法の重要部分に関するものであったものの、それが部分的なものにとどまることについて、
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, pp. （（
─
（（
参照。
（
（（（）
C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ June （（（（ am
ending D
irective （（/（（（/E
E
C
 on the protection of w
orkers from
 the 
risks related to exposure to asbestos at w
ork （
second individual D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （ of D
irective 
（0/（（0（/E
E
C
） （
O
J L
 （0（/（（ ）; C
ouncil D
irective （（/（（（/E
E
C
 of （（ June （（（（ supplem
enting the m
easures to encourage 
im
provem
ents in the safety and health at w
ork of w
orkers w
ith a fixed- duration em
ploym
ent relationship or a tem
porary 
em
ploym
ent relationship （
O
J L
 （0（/（（ ）; C
ouncil D
irective （（/（（/E
E
C
 of （（ M
arch （（（（ on the m
inim
um
 safety and 
health requirem
ents for im
proved m
edical treatm
ent on board vessels （
O
J L
 （（（/（（ ）; C
ouncil D
irective （（/（（/E
E
C
 of 
（（ June （（（（ on the im
plem
entation of m
inim
um
 safety and health requirem
ents at tem
porary or m
obile construction 
sites （
eighth individual D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （（ （
（ ） of D
irective （（/（（（/E
E
C
） （
O
J L
 （（（/（; C
ouncil 
D
irective （（/（（/E
E
C
 of （（ June （（（（ on the m
inim
um
 requirem
ents for the provision of safety and/or health signs at 
w
ork （
ninth individual D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （（ （
（ ） of D
irective （（/（（（/E
E
C
） （
O
J L
 （（（/（（; C
ouncil 
D
irective （（/（（/E
E
C
 of （（ O
ctober （（（（ on the introduction of m
easures to encourage im
provem
ents in the safety and 
health at w
ork of pregnant w
orkers and w
orkers w
ho have recently given birth or are breastfeeding （
tenth individual 
D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （（ （
（ ） of D
irective （（/（（（/E
E
C
） （
O
J L
 （（（/（ ）; C
ouncil D
irective （（/（（/E
E
C
 of 
（ N
ovem
ber （（（（ concerning the m
inim
um
 requirem
ents for im
proving the safety and health protection of w
orkers in 
the m
ineral- extracting industries through drilling （
eleventh individual D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （（ （
（ ） of 
D
irective （（/（（（/E
E
C
） （
O
J L
 （（（/（ ）; C
ouncil D
irective （（/（0（/E
E
C
 of （ D
ecem
ber （（（（ on the m
inim
um
 requirem
ents 
for im
proving the safety and health protection of w
orkers in surface and underground m
ineral-extracting industries 
六八六
（
tw
elfth individual D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （（ （
（ ） of D
irective （（/（（（/E
E
C
） （
O
J L
 （0（/（0 ）; C
ouncil 
D
irective （（/（0（/E
C
 of （（ N
ovem
ber （（（（ concerning the m
inim
um
 safety and health requirem
ents for w
ork on board 
fishing vessels （thirteenth individual D
irective w
ithin the m
eaning of A
rticle （（ （（ ） of D
irective （（/（（（/E
E
C
） （O
J L
 （0（/（ ）; 
C
ouncil D
irective （（/（0（/E
C
 of （（ N
ovem
ber （（（（ concerning certain aspects of the organization of w
orking tim
e （
O
J L
 
（0（/（（ ）. 
（
（（（）使用者の労働者に対する労働契約または労働関係への適用条件についての情報提供義務に関する一九九一年一〇月一四日理事会指令九一／五三三（
O
J （
（（ ） L
 （（（/（（ ）と、大量解雇についての加盟国の法規定の接近に関する指令七五／一二九の改
正のための一九 二年六月二四日理事会指令九二／五六（
O
J （（（ ） L
 （（（/（ ） 。
（
（（（）共同体内における労働者の自由移動に関する規則一六一二／六八の第二部の改正のための一九九二年七月二七日理事会規則二四三四／九二
O
J （（（ ） L
 （（（/（ ） 。
（
（（（）
T
he E
conom
ic and Social C
om
m
ittee, O
pinion on the ‘F
irst R
eport on the A
pplication of the C
om
m
unity C
harter of the 
F
undam
ental R
ights of W
orkers ’, O
J （（（ ） C
 （（（/（（.
（
（（（）
B
T
-D
rs. （（/（（（（
に掲載されているものを参照。
（
（（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（ f. 参照。
（
（（（）一九八九年共同体憲章はイギリスを除く形で宣言されたが、その実施のための法的措置はＥＥＣ条約に基づくことが予定されていたため、イギリスを拘束するものであった（
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （（
参照） 。
（
（（（）
H
SW
/Steinm
eyer, a.a.O
. （F
n. （ ）,
§（（ R
n. （（
参照。
（
（（0）社会保障法制の属地的な限界付けが人の自由移動に反する可能性について論じたも として、
von M
aydell, a.a.O
. （
F
n. 
（（（ ）, （（（ ff. 参照。また、とりわけ労働者の自由移動と失業給付の関係について、
Steinm
eyer, Z
IA
S （（（（, S（0（, （（（ f. 参照。
（
（（（）
F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （. A
ufl., （0（0, S.（; W
ohlfarth/E
verling/G
laesner/Sprung, a.a.O
. （
F
n. （（ ）, 
V
orb. V
or A
rt.（（ R
n. （ f. 参照。また、
Schlachter, Z
E
SA
R
 （0（（, S.（（（, （（（
も参照。なお、この時期の欧州司法裁判所の判
例としては、直接差別の例として、
C
ase （（/（（, judgm
ent of （（. （（. （（（（ ［
W
alrave ］ E
C
R
 （（0（ 、また間接差別の例として、
C
ase （（（/（（, judgm
ent of （（.（.（（（（ ［Sotgiu ］ E
C
R
 （（（, （間接差別的解釈を示した部分は
para. （（ ）; C
aseC
-（（（/（（, judgm
ent of 
六八七
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（0. （. （（（（ ［C
om
m
ission v L
uxem
bourg ］ E
C
R
 I
─
（（（ （同
para. （ ）がある。
（
（（（）
C
. B
arnard, cited above （n. （ ）, p. （（（
参照。
（
（（（）それぞれに異なる「ヨーロッパ労働法」のコンセプトのもとでも、労働者の自由移動はほぼ一貫してその一領域とされている（概念の多様性の概観を示すものとして、
B
.B
ercusson, cited above （n. （ ）, pp. （（
─
（（
参照） 。もっとも既述（前掲注 （
（（） ） ）
のとおり、一義的には経済政策的な目的に特徴付けられていることには、留意されなければならない。
（
（（（）
C
ase （（（/（0, judgm
ent of （（. （（. （（（（ E
C
R
 （（0（.
（
（（（）
C
ase C
─
（（（/（（, judgm
ent of （（. （. （（（0 E
C
R
 I
─
（（（（.
（
（（（）
C
.B
arnard, cited above （n. （（ ）, at （（
─
（（
参照。
（
（（（）今日問題となっている越境的労働者配置において、サービス提供の自由の適用と市場参入制限禁止アプローチの導入が有する意味について、拙稿・前掲注 （
（（（） の九六頁以下を参照されたい。
（
（（（）
C
aseC
─
（（/（0, judgm
ent of （（. （. （（（（ E
C
R
 I
─
（（（（.
（
（（（）
Streinz, E
uroparecht, （.A
ufl., （0（（, R
n. （（（
はこれを、 「製品の自由移動 （
P
roduktverkehrsfreiheiten ） 」 としてまとめている。
（
（（0）
C
. B
arnard, cited above （n. （（ ）, at （（
参照。
（
（（（）制限禁止アプローチの内容および発展については、拙稿・前掲注 （
（（（） の九七頁以下に加え、より一般的に
C
. B
arnard, T
he 
Substantive L
aw
 of the E
U
, （th  ed., （0（（, pp. （0（
─（0（, （（（
─（（0; Streinz, E
uroparecht, （.A
ufl., （0（（, R
n. （0（ ff. を参照された
い。
（
（（（）
C
ase （（/（（, judgm
ent of （.（.（（（（ E
C
R
 （. 同事件先決裁定については、須網隆夫＝中村民雄「ＥＣ条約規定の直接効果」同
編『ＥＵ法基本判例集（第二版） 』 （日本評論社、二〇一〇年）三頁以下参照。
（
（（（）
D
auses/M
üller-G
raff, E
U
-W
irtschaftsrecht, E
L
 （（, （0（（, A
.I. R
n. （（（
参照。
（
（（（）
Streinnz, E
uroparecht, （.A
ufl., （0（（, R
n. （（0
参照。
（
（（（）
W
alrave, cited above （n. （（（ ）, paras.（（
─
（（; C
ase （（/（（, judgm
ent of （（.（.（（（（ ［D
onà/M
antero ］ E
C
R
 （（（（, R
n. （（; C
ase C
─ 
（（（/（（, judgm
ent of （（.（（.（（（（ ［
B
osm
an ］ E
C
R
 I
─
（（（（, paras. （（
─
（（.  もっとも前二者につき、
C
.B
arnard, cited above （n. （ ）, 
at （（（ も参照されたい。
六八八
（
（（（）
H
enssler/B
raun/H
enssler, A
rbeitsrecht in E
uropa, （. A
ufl., （0（（, E
urop. A
rbeitsrecht R
n. （0
参照。
（
（（（）
D
irective （（/（（/E
C
 of the E
uropean P
arliam
ent and of the C
ouncil of （（ D
ecem
ber （（（（ concerning the posting of w
orkers 
in the fram
ew
ork of the provision of services .O
J （（（ ） L
 （（/（.
（
（（（）労働者国外配置指令を含め、越境的労働者配置の問題については、労働抵触法の観点からそれを論じたものとして拙稿・前掲注 （
（（（） を参照されたい。なお、この問題に関しては、その施行指令についての議論がなされている（欧州委員会による
提案が、
P
roposal for a D
irective of the E
uropean P
arliam
ent and of the C
ouncil on the enforcem
ent of D
irective （（/（（/
E
C
 concerning the posting of w
orkers in the fram
ew
ork of the provision of services, C
O
M
 （
（0（（ ） （（（ final である） 。同指
令案に批判的なものとして、
Schubert, D
er V
orschlag der E
U
-K
om
m
ission für eine M
onti-II-V
erordnung ［
H
SI-Schriftenreihe, 
B
d. （ ］, （0（（, S. （（ ff. 参照。
（
（（（）
B
orgm
ann, D
ie E
ntsendung von A
rbeitnehm
ern in der E
uropäischen G
em
einschaft, （00（, S. （（（ f. 参照。
（
（（0）労働者国外配置指令が行動計画との関係で発せられたものであることを指摘するものとして、
B
orgm
ann, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, S. 
（（（; C
.B
arnard, cited above （
n. （ ）, p. （（
参照。
（
（（（）この点については、参照を含め
B
orgm
ann, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, S. （（（
参照。
（
（（（）
L
öw
isch, in: F
S Z
euner, （（（（, S. （（, （（
参照。
（
（（（）実際、近時のＥＣＪの判示に鑑みると配置先国法 適用がサービス提供 自由への制限として違法視されうることについては、拙稿・前掲注 （
（（（） 参照。
（
（（（）マーストリヒト条約体制においても、 イギリスの社会政策協定からの 「オプト・アウト」 によって、 全体としての共同体にとって法状況は変化していない。
（
（（（）そうした指摘として
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （
参照。
（
（（（）
B
orgm
ann, a.a.O
. （F
n. （（（ ）, S. （（（
参照。
（
（（（）閣僚理事会での採択における両国 反対姿勢について、
B
orgm
ann, a.a.O
. （
F
n. （（（ ）, S.（0（; H
anau, N
JW
 （（（（, S. （（（（, （（（（ 
f. 参照。
（
（（（）現行のＥＵ法上英語でこれに対応するのは、 「
overriding m
andatory provision 」という表現である。
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（
（（（）この点については、拙稿・前掲注 （
（（（） 、特に九八頁以下参照。
（
（（0）この点については、拙稿・前掲注 （
（（（） 、特に一〇〇頁以下参照。
（
（（（）
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
 （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt.（（（ R
n. （（
参照。
（
（（（）もっとも、指令自体の違法性を問わないことによって同時に、サービス提供の自由の行使が規律されていることには留意されなければならない。この点、
D
einert, Internationales A
rbeitsrecht, （0（（,
§（0 R
n. （0; 拙稿・前掲注 （
（（（） の一〇〇頁参照。
（
（（（）
C
.B
arnard, IL
J, V
ol.（（, （00（, p. （（（, at （（（
─
（（（; S.D
eakin, C
Y
E
L
S （00（, p. （（（ （
at （（（ ）参照。
（
（（（）この点への批判的文献として、
K
rebber, R
dA
 （00（, S.（（（
参照。また、団体交渉権と自由移動原則との調和にかかる二〇
一〇年の
C
om
m
ission v G
erm
any
事件（前掲注 （
（） ）については、拙稿・前掲注 （
（） 参照。
（
（（（）例として
Steinm
eyer, Z
IA
S （（（（, S. （0（, （（（
参照。この点、最低基準としての共同体立法の実際上の問題ゆえに、労使の
上乗せ的役割の重要性を指摘するものとして、
B
alze, a.a.O
. （F
n. （（ ）, S. （（
参照。
（
（（（）欧州事業所協議会は、まず一九九四年の指令
C
ouncil D
irective （（/（（/E
C
 of （（ Septem
ber （（（（ on the establishm
ent of a 
E
uropean W
orks C
ouncil or a procedure in C
om
m
unity-scale undertakings and C
om
m
unity-scale groups of undertakings 
for the purposes of inform
ing and consulting em
ployees （
O
J （
（（ ） L
 （（（/（（ ） により規定され、そして現在では二〇〇九
年の指令
D
irective （00（/（（/E
C
 of the E
uropean P
arliam
ent and of the C
ouncil of （ M
ay （00（ on the establishm
ent of a 
E
uropean W
orks C
ouncil or a procedure in C
om
m
unity-scale undertakings and C
om
m
unity-scale groups of undertakings 
for the purposes of inform
ing and consulting em
ployees （
O
J （
（00（ ） L
 （（（/（（ ） がそれに置き換わっている。欧州会社に
おける労働者参加は、欧州会社法に関する規則（
C
ouncil R
egulation （
E
C
） N
o （（（（/（00（ on the Statute for a E
uropean 
com
pany （
SE
）, O
J （
（00（ ） L
 （（（/（ ）とともに欧州会社法（
E
uropean C
om
pany Statute ）を構成する欧州会社労働者参加指
令（
C
ouncil D
irective （00（/（（/E
C
 of （ O
ctober （00（ supplem
enting the Statute for a E
uropean com
pany w
ith regard 
to the involvem
ent of em
ployees, O
J （
（00（ ） L
 （（（/（（ ）により規律されている。その後この欧州会社法と同様に労働者参
加を規律するものとして、欧州協同組合法に関する規則（
C
ouncil R
egulation （
E
C
） N
o （（（（/（00（ of （（ July （00（ on the 
Statute for a E
uropean C
ooperative Society （
SC
E
）, O
J （
（00（ ） L
 （0（/（ ）とともに、欧州協同組合労働者参加指令（
C
ouncil 
D
irective （00（/（（/E
C
 of （（ July （00（ supplem
enting the Statute for a E
uropean C
ooperative Society w
ith regard to the 
六九〇
involvem
ent of em
ployees, O
J （（00（ ） L
 （0（/（（ ）が制定された。
（
（（（）
F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （. A
U
fl., （0（0, S.（（（ f. 参照。共同体法上の社会対話を三者間プロセス
（
tripartite process ）として特徴付けるものとして、
B
. B
ercusson, cited above （
n. （ ）, pp. （（（
─
（（（
参照。現行の二者間対話
としての社会対話にそうした性格を指摘するものとして、
Schw
arze/R
ebhahn, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （
参照。
また、第三者の助けを借りなければこの二者間対話における協定は意味をなさないこと、また三者間対話の意味での社会対話のコーポラティズムとしての性格を指摘するものとして、
Streinz/E
ichenhofer, E
U
V
/A
E
U
V
, （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. 
（（（ R
n. （ f. 参照。なお、 「社会対話」概念の多義性については、前掲注 （
（（） 参照。現行の制度までの労使関係・法制度の発
展については、
D
äubler/Schiek, T
V
G
, （. A
ufl., （0（（, E
inl. R
n. （0（ ff. 参照。
（
（（（）ＥＵ運営条約一五三条五項項の位置付け方の違いに対応して、同条一項（ｆ）の権限項目に協約法が含まれるかどうかには、見解の相違がある（肯定的見解として、
Schw
arze/R
ebhahn/R
einer, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt.（（（ R
n. （（ （
i.V
.m
. 
R
n.  （（ ） 、否定的見解として、
C
alliess/R
effert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
, （.A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt.（（（ R
n. （（ （
i.V
.m
. R
n. （ ）参
照） 。もっとも協約法を含め 見解においても、こうした五項のような集団的労働法の重要な部分についての権限排除が、ヨーロッパ労働法の構造をおかしなものとするこ を指摘する（
Schw
arze/R
ebhahn/R
einer, a.a.O
., R
n. （（
参照） 。また、持
続性の点で既に疑問を投げかけ い ものとして、
Steinm
eyer, R
dA
 （00（, S. （0, （（, （（
参照。
（
（（（）ドイツ集団的労働法を概説するものとして、ロルフ・ヴァンク（山本志郎［訳］ ） 「ドイツにおける集団的労働法」日独労働法協会会報第一三号（二〇一三年一月）七七頁、八〇頁以下参照。
（
（00）近年の比較法的研究として、
R
ebhahn, E
uZ
A
 （0（0, S.（（
参照。
（
（0（）
D
äubler/Schiek, T
V
G
, （. A
ufl., （0（（, E
inl. R
n. （0（
参照。
（
（0（）
F
uchs/M
arhold/F
uchs, E
uropäisches A
rbeitsrecht, （. A
U
fl., （0（0, S. （（（.
（
（0（）前掲脚注 （
（（（） の文献に加えて、コーポラティズム・モデルと協約自治モデルの区別について、
D
äubler/Schiek, T
V
G
, （.  
A
ufl., （0（（, E
inl. R
n. （（（ ff. 参照。もっとも
D
ers., a.a.O
., R
n. （（0 ff. は、現行社会対話制度における労使間協定の自治的な構想
を試みている。また濱口・前掲注 （
（） の一八頁は、ヨーロッパ社会対話を「ＥＵ労働協約法の誕生と呼びうる」とする（二
八頁以下も参照） 。
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（
（0（）産業民主主義の三つの形態（交渉制・代表制・ステークホルダー）が提唱されており（毛塚勝利「産業民主主義のあらたな姿を求めて」ビジネス・レーバー・トレンド二〇一二年一二月号一九頁、同「日本における『共同決定制』の必要性と可能性」経営民主主義四八号（二〇一一年一二月）八頁、同「企業統治と労使関係システム」石田眞・大塚直編『労働と環境』（日本評論社、二〇〇八年）四七頁参照） 、そのうち交渉制民主主義が、本文でいう協約自治の領域に相当する。
（
（0（）またこれも本稿では取り扱うことができなかったが、目的ないし総則規定の問題がある。すなわち、たしかに哲学的変化や、わずかとはいえ権限条項での発展がこの時期みられ、その後権限状況は大幅に進展することになる。しかしそれが、社会政策の共同体／連合政策の中での独立した地位および他の政策との対等な関係を表す形で、目的的・総則的規定に反映されているかには疑問が残ることである。この点については、さしあたり
C
alliess/R
uffert/K
rebber, E
U
V
/A
E
U
V
, （.A
ufl., 
（0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （ f.; Schw
arze/R
ebhahn/R
einer, E
U
, （. A
ufl., （0（（, A
E
U
V
 A
rt. （（（ R
n. （
参照。もっとも、独自の
意味での社 が目的的・総則的規定に見出せるかどうかについては 初期の段階から必ずしも見解の一致があったわけではない。例えば、既にローマ条約の段階において見解の違いを指摘するもの して、
K
rebsbach, a.a.O
. （
F
n. （ ）, S.（（
参照。
またマーストリヒト条約。アムステルダム条約の時期
Joussen, Z
IA
S （000, S.（（（, （（（ f. 
（
i. V
. m
. F
n. （ ） 参照。
（本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
